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「消費生活対策」においては、平成30年３月に策定した「東京都消費生活基本計画」に基づき施策を展開していく
が、今回の見える化改革では、計画の策定段階で取り組んだ施策の分析過程を明らかにするとともに、消費生活
行政全般に関する情報の収集・分析及び情報発信について、現状・課題・今後の取組の方向性の整理を行った。 

【分析の視点】 
より都民のニーズに即した消費生活対策を進めていくには、 
①収集した情報をもとに消費者トラブル等の最新の動向を把握するとともに、的確に分析し、 
②わかりやすく情報発信する 
ことが不可欠 

１ 「見える化」分析の要旨 

【消費者被害等の現状、消費生活に関する都民ニーズ・行動等（抜粋）】 

〇東京都消費生活総合センター及び区市町村の消費生活相談窓口に平成29年度に寄せられた消費生活相談件
数は、118,361件で、依然として高い水準で推移 
〇消費生活問題に対する東京都に力を入れて欲しい取組として、情報発信への期待は高い。 
〇平成30年６月に民法の成年年齢を20歳から18歳へ引き下げること等を内容とする改正法が成立し、若年層の消
費者被害を防止するための対策が求められている。 
〇消費生活情報を「得ていないと思っている」層が約６割いる。うち「ほとんど得ていないと思う」層は若者に多い。 
〇高齢者からの相談件数は、全相談件数の３割を超えており、平均契約購入金額も他の世代より高い。 

【「見える化」の進め方】 

消費者被害等の現状や消費生活
に関する都民ニーズ・行動等に焦
点を当て、現状を整理（第１章） 

都の取組を点検・評価 
課題整理（第２章） 

明らかになった課題を踏まえ、今後
の目指すべき方向性を提示（第３
章） 

【都の取組の点検・評価及び課題】 

①情報の収集・分析 

「消費生活対策」においては、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム）に蓄積された相談情報をもと
に、相談傾向の分析や消費者被害等の最新の動向の把握等を行っている。 
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２ 今後の改革の進め方 

また、都民からの通報等を端緒として、適用法令に基づく通報内容の分析を行い、必要に応じてＰＩＯ－ＮＥＴに蓄積され
た相談情報を活用している。分析等の結果や注意喚起情報は、広く都民に発信している。 

→ＰＩＯ－ＮＥＴに蓄積された相談情報は、都民向けのタイムリーな注意喚起に加えて、区市町村の相談業務への支援
にも役立てられている。 

 
 

 

 

〇消費者被害に関する情報は、相談を通じて得られる場合が多いことから、電話・来所のほか、ＩＣＴの普及を踏ま
えた相談情報の収集について検討が必要 
〇不適正な取引行為や不当表示を行う事業者に関する情報をより幅広く、迅速に収集する仕組みの構築が必要 

②情報発信 

ホームページやＳＮＳ、東京動画等インターネットによる情報発信を基本としつつ、印刷物やイベント・講座等の機会も
活用し、多様な情報発信を行っている。 

→消費生活情報を発信する媒体として、ウェブサイト、ＳＮＳは高い効果が見込めるものの、都の消費生活行政の
ホームページ、ＳＮＳを見たことがない人が８割以上 
 

〇民法の成年年齢引下げ等社会状況の変化に応じた的確な情報発信が必要 
〇消費生活問題に関心がない層や消費生活センターを知らない若者、悪質商法の被害後に泣き寝入りしてしまう
高齢者などに対して情報を届ける工夫が必要 

「消費生活対策」に関する現状や都の取組の評価・課題を踏まえ、今後の目指すべき方向性について提示 

①情報の収集・分析 
〇「情報収集の充実」の観点から、国の動向なども注視しながら、相談方法の多様化について検討 

〇「情報収集の充実」の観点から、不適正な取引行為や不当表示を行う事業者に関する情報について、都民がより通
報しやすい環境を整備 

②情報発信 
〇「情報発信の強化」の観点から、タイムリーかつわかりやすい情報発信 
〇「情報伝達の工夫」の観点から、対象となる消費者に応じた広報媒体の選択、情報発信の時期、伝達手法を工夫 
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都民の消費生活の安全・安心を確保することは、「セーフ シティ」の実現に欠かせない。 

これまで、都は、高齢者や若者を狙う悪質事業者の取締りの強化や、複雑・高度化す
る消費者からの相談に的確に対応するため、相談の要となる消費生活総合センターの
機能の充実を図るなど、全国の消費生活行政をリードする取組を進めてきた。 

しかし、悪質商法をはじめとする消費者被害は、未だ後を絶たない。都内の消費生活
センターに寄せられる相談件数は約12万件と依然として高い水準で推移している。高齢
者からの相談は全体の約３割を占めており、今後、急速に進む高齢化を見据えて、対策
を強化しなければならない。 

また、近年、スマートフォンの普及や電子商取引の増加など、消費者を取り巻く環境は、
目まぐるしく変化している。SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を悪用した若者
への勧誘や仮想通貨にまつわる投資のトラブルなど、消費者を欺く新たな悪質商法の
手口も発生している。 

さらに、持続可能な社会の形成に向けて、消費者一人ひとりがどのような行動ができ
るのか、という視点も重要である。 

「消費生活対策」においては、平成30年３月に策定した「東京都消費生活基本計画」に
基づき施策を展開していくが、今回の見える化改革では、計画の策定段階で取り組んだ
施策の分析過程を明らかにするとともに、消費生活行政全般に関する情報の収集・分析
及び情報発信について、現状・課題・今後の取組の方向性の整理を行った。 

序章 都における消費生活対策 
 



都では、都民の健康で安全かつ豊かな生活の確保を目指し、商品等による事故や不適正な取引行為などを防止
するとともに、悪質事業者の市場からの排除、商品やサービスの安全性の確保、広告表示の適正化などの施策
を推進している。 
同時に、消費者被害を防止・救済し、消費者が自らの消費生活において主体的に行動できるよう、消費生活相談、
消費者教育、普及啓発とともに、消費生活に関する様々な情報発信を行っている。 
 
これら東京都の消費生活に関連する施策・事業を計画的、総合的に推進していくための基本指針として、「東京
都消費生活基本計画」を策定し、本計画を踏まえ、各種事業を実施している。 

「消費生活対策」について 

 
東京都消費生活基本計画の改定について（平成30年３月） 

位置付け 
東京都消費生活条例に基づく基本計画と消費者教育推進法に基づく都道府県消費者教育
推進計画として策定 

計画期間 2018年度から2022年度までの５年間 

計画の視点 

計画を推進していくに当たって特に留意すべき事項を、計画全体を貫く視点として設定する
とともに、政策の柱を設定し、計画を体系的に推進 
 
視点１ 主体的な消費行動への変革の促進  
視点２ 情報通信技術の進化やグローバル社会への対応 
視点３ 様々な主体のつながりと連携による取組の強化   
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序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 
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第24次東京都消費生活対策審議会に「東京都消費生
活基本計画及び東京都消費者教育推進計画の改定に
ついて」 諮問【平成28年５月】 

検討過程において、これまでの消費生活行政に関する
施策の現状を分析 【平成28年６月～平成29年１月】 

審議会の答申、包括外部監査の結果も踏まえ、検討を進め、素案を公表
【平成29年11月】 

今後、計画の方向性に沿った施策を展開 

計画策定【平成30年３月】 

包括外部監査の結果に
基づき知事等が講じた措
置の通知内容を公表 
【平成30年２月 東京都
監査委員】 

包括外部監査実施 
【平成27年７月～平成28年２月】 

平成27 年度包括外部監査報告書 

公表 【平成28年２月 総務局】 

計画策定の経過 

分析結果を含め、第24次東京都消費生活対策審議会
答申として取りまとめ・公表 【平成29年２月】 

・計画の考え方について知事の附属機関である東京都消費生活対策審議会に諮問し、検討過程において、こ
れまでの消費生活行政に関する施策の現状を分析、その結果を含め、答申として取りまとめ、公表した。 

・「生活文化局の事業に関する事務の執行について」をテーマに包括外部監査が実施され、指摘・意見をもとに
事業を検証し、改善措置を講じた。 

・審議会の答申、包括外部監査の結果も踏まえ、計画の検討を進め、素案を公表、平成30年３月に策定した。 

計画策定の経過 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



計画策定における現状認識 

計画策定に当たり、都の人口の動向、データ等から見る消費生活の現状、消費生活を取り巻く環境の変化、
消費者の意識、国における消費者行政等の動向の視点から現状を整理した。 

計画策定における現状認識 

 

 
・高齢化の進行（高齢化率：2015年 22.7% ⇒ 2025年 23.3%） 
・高齢者世帯の増加（2015年 79万世帯 ⇒ 2025年 90万世帯） 
・在住外国人の増加（2013年 約39万人 ⇒ 2017年 約49万人） 

 １ 都の人口の動向 

 

 
（１）消費者被害等の現状 
・消費生活相談件数は、依然と高い水準で推移（H28：120,813件） 
・高齢者（60歳以上）の平均契約購入金額は、59歳以下と比べて高額 
・若者からの相談件数は、20歳未満と20歳代で大きな差があり、事業者と未成年者の契約におけ 
る未成年者取消権が一つの要因と考えられる 
・架空請求・不当請求に関する相談は、平成28年度に減少に転じたが、依然として相談は多い 

（２）身近な商品・サービスや日常生活に潜む危険 
・危害・危険に関する相談の消費生活相談全体に占める割合は高くないが、特に子供の事故の場
合は、親が自分の責任と考えるなど、消費生活相談に至らないケースがある 
・平成28年の都内の事故による救急搬送人員数は、131,925人であり、年々増加 
・年齢によって、事故に遭いやすい要因は異なり、事故の半数は住宅等居住場所で発生 

 ２ データ等から見る消費生活の現状 
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計画策定における現状認識 

 

（３）消費者教育の現状 
・消費者教育を受けた経験は、20代が最も高く18.8% 
・学習指導要領の改訂により、消費者教育の更なる充実が図られる 
・都内で消費者教育推進地域協議会の設置や消費者教育推進計画を策定している区市町村は
まだ少ない 

 

 
・消費者向けの電子商取引は、年々増加傾向（H24 約9兆5130億円 ⇒ H28 約15兆1358億円） 
・インターネットの閲覧の際にスマートフォンを利用する人の増加（H24 43.3% ⇒ H28 76%） 
・電子マネーの利用等決済方法の多様化（H24 約2兆4671億円 ⇒ H28 約5兆1436億円） 

 ３ 消費生活を取り巻く環境の変化 

 

 
・最も関心のある消費生活問題は「食品の安全性」 
・「エシカル消費」を知っている若者は6.1% 
・消費生活トラブルに遭わないために必要なことは、「消費者自身が知識を身に付けて、トラブルに
あわないように注意する」が約8割 
・東京都に力を入れてほしい取組は、「悪質事業者の取締りの強化」が約半数 

 ４ 消費者の意識 

 

 
 消費者基本計画の策定、消費者安全法等、消費生活関連法の各種改正、消費者ホットライン 
 （188番）の開始等 

 ５ 国における消費者行政等の動向 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



 

 

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信 

対象となる消費者に応じた意識啓発や注意喚起を効果的に実施 

（２）高齢者等の消費者被害を防止する見守りネットワーク 

区市町村における高齢者等の消費者被害を防止する見守りネット 

ワークの構築 

 

 

（１）不適正な取引行為等の排除 

迅速な情報収集による不適正な取引行為等を行う事業者への指導・ 

処分の強化 

（２）健全な市場の形成 

表示の自主基準策定支援など、事業者等のコンプライアンス意識向
上の取組支援 

 

 

（１）商品・サービスの安全の確保 

商品・サービスの安全性に係る調査・分析、改善要望、過去の取組
の効果検証 

 

 

 

審議会「答申」で示された課題と今後の方向性 

課題２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成 

課題３ 消費生活の安全・安心の確保 

課題１ 消費者被害の未然防止と拡大防止 
（２）安心して商品・サービスを選択できる取組の推進 

商品・サービスの選択の目安となる情報提供や法令に基づく適正
表示の推進 

（３）震災時等における消費生活の安心の確保 

震災時等の応急生活物資等の確保に向けた協定団体と連携した
取組の推進 

 

 

（１）消費者教育の推進 

民法の成年年齢引下げを見据えた若年層への消費者教育の充実 

（２）持続可能な消費の普及 

消費者教育を通じた、倫理的消費を含めた「持続可能な消費」の理
念の普及 

 

 

（１）相談体制の充実 

外国人や障害者向け相談機能の充実や区市町村の消費生活相談
窓口支援 

（２）被害回復の充実 

集団的消費者被害回復訴訟制度を狙う特定適格消費者団体への
支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題５ 消費者被害の救済の充実 

課題４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及 
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審議会では、前述の現状認識や都における現在の取組状況などを踏まえ、都が取り組むべき課題と今後の方
向性について答申に取りまとめた（審議経過、審議内容については「参考資料」参照）。 

第24次東京都消費生活対策審議会「答申」で示された課題と今後の方向性 
 （諮問事項「東京都消費生活基本計画及び東京都消費者教育推進計画の改定について」） 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



計画における「政策の柱と施策の方向性」 

政策の柱と 
施策の 
方向性 

政策１ 消費者被害の未然防止と拡大防止 

(1) 被害防止のための注意喚起・情報発信 
(2) 見守りによる消費者被害の防止と早期発見 

政策２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成 

(1) 不適正な取引行為等の排除 
(2) 健全な市場の形成 

 
政策３ 消費生活の安全・安心の確保 

(1) 商品・サービスの安全の確保 

(2) 安心して商品・サービスを選択できる取組の推進 

(3) 災害時における消費生活の安心の確保 
 

 
  

政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及 

(1) 主体的に選択・行動ができる消費者に向けた消費者教育の推進 

(2) 持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進 

政策５ 消費者被害の救済 

(1) 消費生活トラブルの解決に向けた相談対応 

(2) 被害回復のための取組の推進 
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都は、消費生活に関連する施策・事業を計画的、総合的に推進していくため、審議会の答申で示された５つ
の課題と今後の方向性に対応した「政策の柱と施策の方向性」を設定し、計画を策定した。 

計画における「政策の柱と施策の方向性」 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



計画の進行管理（ＰＤＣＡ）、推進体制 

計画の 
進行管理 
（ＰＤＣＡ） 

○審議会からの意見を尊重し、施策、事業に反映 
○必要に応じて、審議会の意見を聴いた上で、計画の見直しを実施 

※計画に基づく消費者教育の推進については、東京都消費者教育推進協議会
（審議会の部会）で情報交換・調整及び連携強化を図り、同協議会の意見を踏ま
えて施策を推進 

○消費者団体との協働・支援⇒消費者教育、消費者被害の防止・回復の取組等 
○事業者、事業者団体等との連携・協力 
 ⇒商品等の安全対策、事業者のコンプライアンス向上の取組等 
○区市町村との連携・支援 
 ⇒相談対応能力の向上や消費者教育の推進に向けた支援等 
○国、他道府県との連携・協力 
 ⇒広域的に事業展開する不適正な取引行為を行う事業者の取締り、法令改正 
  の働きかけ等 
○庁内連携⇒関係各局との連携による計画の推進 

推進体制 
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計画の進行管理（ＰＤＣＡ）については、毎年度、各施策・事業の実施状況を確認し、審議会に報告、審議
会からの意見を尊重し、施策、事業に反映していく。 

計画の推進に当たっては、国、他道府県、庁内関係各局、消費者団体、事業者、事業者団体等と連携す
るとともに、区市町村の消費生活行政を支援することで、都全域での消費生活行政を推進していく。 

計画の進行管理（ＰＤＣＡ）、推進体制 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



「東京都消
費生活基本
計画」（平成
30年3月策

定）に基づく
施策展開 

消費生活行政の企画調整 

「東京都消費生活基本計画」
の策定 

・都の消費生活関連施策を、消費者の視点に立って、計画的・総
合的に推進していくための基本指針である「東京都消費生活基本
計画」を策定 
 

・上記基本計画の策定等、都民の消費生活の安定と向上に関す
る基本的事項を調査審議するため、知事の諮問機関である「東京
都消費生活対策審議会」を設置、運営 

ホームページ「東京くらしＷＥ
Ｂ」及びＳＮＳ等による都民に
向けた情報発信 

 

・くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」により、消費者被害
情報や危害危険情報などの注意喚起情報をはじめとした総合的
な消費生活関連情報を提供 
 

・ホームページによる情報と連動し、ＳＮＳ（ツイッター「東京都消費
生活行政ツイッター」 、フェイスブック「東京都消費生活フェイス
ブック」）も活用した効果的な情報発信を展開 

              消費者被害の未然防止と拡大防止 （計画該当箇所） 

ホームページ 
「東京くらしＷＥＢ」及び 
ＳＮＳ等による 
都民に向けた情報発
信 

・くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」により消費者被害情報や危
害危険情報などの注意喚起情報をはじめとした総合的な消費生活関連
情報を提供 

・ホームページによる情報と連動し、ＳＮＳ（ツイッター「東京都消費生活行
政ツイッター」 、フェイスブック「東京都消費生活フェイスブック」）も活用し
た効果的な情報発信を展開 

政策１ 消費者被

害の未然防止と
拡大防止 

（１）被害防止の
ための注意喚
起・情報発信 

高齢者の見守りによる
消費者被害の防止  

・高齢者の消費者被害防止のため、地域で高齢者を見守るネットワーク
が構築され、有効に機能するよう、高齢者見守り人材等育成支援や高齢
者福祉部門等と連携した見守り体制の充実に向けたきめ細かな支援等、
区市町村の自主的な取組を支援し、都内全区市町村での構築を促進 

政策１ 消費者被

害の未然防止と
拡大防止 

（２）見守りによる
消費者被害の防
止と早期発見 

              不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成 （計画該当箇所） 

悪質事業者の取締り 

・多発・深刻化する消費者被害防止のため、相談情報や悪質事業者通報
サイトへの通報を端緒として、特定商取引に関する法律（以下「特定商取
引法」という。）、消費者安全法及び東京都消費生活条例に基づき、不適
正な取引行為を行う事業者に対して調査を行い、指導・処分等を実施 

・条例に基づき、不適正な取引行為に関する調査の経過と結果を公表し、
都民に情報提供 

・商品やサービスについて、実際より優良、有利であるかのような誤解を
生む不当な広告・表示について監視及び調査を行い、違反行為を行う事
業者に対して、不当景品類及び不当表示防止法（以下「景品表示法」とい
う。）に基づき指導等を実施 

政策２ 不適正な

取引行為等の排
除と健全な市場
の形成 

（１）不適正な取
引行為等の排除 

 

計画に基づく主な施策 
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計画 政策１ 

計画 政策２ 

計画における「政策の柱と施策の方向性」に基づく主な施策は以下のとおり 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



「東京都消
費生活基本
計画」（平成
30年3月策

定）に基づく
施策展開 

消費生活行政の企画調整 

「東京都消費生活基本計画」
の策定 

・都の消費生活関連施策を、消費者の視点に立って、計画的・総
合的に推進していくための基本指針である「東京都消費生活基本
計画」を策定 
 

・上記基本計画の策定等、都民の消費生活の安定と向上に関す
る基本的事項を調査審議するため、知事の諮問機関である「東京
都消費生活対策審議会」を設置、運営 

ホームページ「東京くらしＷＥ
Ｂ」及びＳＮＳ等による都民に
向けた情報発信 

 

・くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」により、消費者被害
情報や危害危険情報などの注意喚起情報をはじめとした総合的
な消費生活関連情報を提供 
 

・ホームページによる情報と連動し、ＳＮＳ（ツイッター「東京都消費
生活行政ツイッター」 、フェイスブック「東京都消費生活フェイス
ブック」）も活用した効果的な情報発信を展開 

計画に基づく主な施策 

架空・不当請求対策 

・架空請求専用サイト「STOP！架空請求！」を運営し、都民から寄せら

れた通報メール等の内容を調査して条例違反認定を行い、事業者名・
サイト名の公表、違反事業者等への文書警告、携帯電話会社への対
策要請、プロバイダへのサイトの削除要請等を実施 

政策２ 不適正な

取引行為等の排
除と健全な市場
の形成 

（１）不適正な取
引行為等の排除 

事業者への法令遵守 
に向けた意識啓発 

・事業者が、自ら法令を遵守した事業活動と消費者保護に向けた取組
を推進するために、景品表示法や特定商取引法等の関係法令の概要
説明、法令違反事例の解説等を行う集合型のコンプライアンス講習会
を実施 

政策２ 不適正な

取引行為等の排
除と健全な市場
の形成 

（２）健全な市場
の形成 

                               消費生活の安全・安心の確保 （計画該当箇所） 

商品等の安全対策 

・身近な商品・サービスの使用・利用から生じる危害・危険について、商
品テストや商品等安全対策協議会等による調査・分析を行い、都民に
情報提供するとともに、国、事業者団体、関係機関等に改善提案や要
望を行い、商品等の安全対策を推進。また、商品等に関するヒヤリ・
ハット体験（実際にけがなどをしそうになった体験）を収集し、被害の未
然・拡大防止に向けた普及啓発を実施 

政策３ 消費生活

の安全・安心の
確保 

（１）商品・サービ
スの安全の確保 

安全な商品のＰＲ・普及 

 

・事業者等との連携により、安全に配慮した商品見本市を開催し、安
全・安心な商品のＰＲ・普及を図るとともに、商品の安全をテーマとした
セミナー等を実施 
 

政策３ 消費生活

の安全・安心の
確保 

（２）安心して商
品・サービスを選
択できる取組の
推進 
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計画 政策３ 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



「東京都消
費生活基本
計画」（平成
30年3月策

定）に基づく
施策展開 

消費生活行政の企画調整 

「東京都消費生活基本計画」
の策定 

・都の消費生活関連施策を、消費者の視点に立って、計画的・総
合的に推進していくための基本指針である「東京都消費生活基本
計画」を策定 
 

・上記基本計画の策定等、都民の消費生活の安定と向上に関す
る基本的事項を調査審議するため、知事の諮問機関である「東京
都消費生活対策審議会」を設置、運営 

ホームページ「東京くらしＷＥ
Ｂ」及びＳＮＳ等による都民に
向けた情報発信 

 

・くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」により、消費者被害
情報や危害危険情報などの注意喚起情報をはじめとした総合的
な消費生活関連情報を提供 
 

・ホームページによる情報と連動し、ＳＮＳ（ツイッター「東京都消費
生活行政ツイッター」 、フェイスブック「東京都消費生活フェイス
ブック」）も活用した効果的な情報発信を展開 

計画に基づく主な施策 

              消費者教育の推進、消費者被害の救済 （計画該当箇所） 

消費者被害防止 
啓発・消費者教育 

・消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、ポスター、リーフレット
等様々な広報媒体により啓発事業を実施 

・家庭・地域・学校等での消費者教育に活用できる教材として、DVDやＷ
ｅｂ版消費者教育読本等を作成・提供 

・都民向けの消費生活講座や教員向けの講座等様々な消費者教育講
座を実施 

・「東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイド）」を養成し、出前講座を
実施するとともに、落語・漫才・コントで楽しく分かりやすく消費者被害の
未然防止に役立つ情報を伝える「出前寄席」を実施 

政策４ 消費者教育の

推進と持続可能な消
費の普及 

（１）主体的に選択・行
動ができる消費者に
向けた消費者教育の
推進 

（２）持続可能な社会
の形成に貢献する消
費行動の促進 

消費生活相談 

・専門の消費生活相談員を配置して、都民の消費生活に係る相談を受
け付け、トラブル解決のための助言、あっせん及び情報提供等を実施 

・相談内容の複雑化・高度化に対応するため、専門分野グループ別に
相談員を配置し、相談内容の集中的な情報収集・分析、問題点の整理
を行い、相談業務の質的向上のみならず、区市町村の相談業務を支援 

政策５ 消費者被害の
救済 

（１）消費生活トラブル
の解決に向けた相談
対応 

東京都消費者被害
救済委員会 

・消費生活総合センター等に寄せられた苦情・相談のうち、都民の消費
生活に著しい影響を及ぼし、又は及ぼすおそれのある紛争について、知
事の附属機関である「東京都消費者被害救済委員会」において、あっせ
んや調停を実施 

政策５ 消費者被害の
救済 

（２）被害回復のため
の取組の推進 
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計画 政策４・５ 

序章 都における消費生活対策 
１ 東京都消費生活基本計画について 



施策体系・組織・人員 

消費生活部 
企画調整課 

 
職員数 １４名 

消費生活部 
取引指導課 

 
職員数 ２０名 

消費生活部 
生活安全課 

 
職員数 １１名 

消費生活総合センター 
活動推進課・相談課 

 
職員数 ３６名 

消費者被害の未然防止と
拡大防止 

◆ホームページ「東京くらしＷＥＢ」及び
ＳＮＳ等による都民に向けた情報発信 

◆高齢者の見守りによる消費者被害の
防止 

◆悪質事業者の取締り 

◆事業者への法令遵守に向けた意識
啓発 

◆商品等の安全対策 
◆安全な商品のＰＲ・普及 

◆消費者被害防止啓発・消費者教育 
◆消費生活相談 
◆東京都消費者被害救済委員会 
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不適正な取引行為等の 
排除と健全な市場の形成 

 

消費生活の安全・安心の 
確保 

消費者教育の推進、 
消費者被害の救済 
 

主な所管部署 主な所掌事務 

計画に基づく施策は、消費生活部（企画調整課、取引指導課、生活安全課）と消費生活総合センター
（活動推進課、相談課）が相互に連携・協力して推進している。 

（計画 政策 １） 

（計画 政策 ２） 

（計画 政策 ３） 

（計画 政策 ４・５） 

序章 都における消費生活対策 
２ 実施体制等 



平成30年度予算額及び事業の委託化等の状況 

施 策 事業費 
直接執行 民間委託等 

主な事業内容 金額 主な事業内容 金額 

消費生活行政の企画調整 

（消費者被害の未然防止
と拡大防止） 

72,674 

・消費生活対策審議会 
・消費生活調査員 
・その他企画調整事務 

7,394 
16,832 
34,306 

・東京くらしＷＥＢ運用 
・エシカル消費動画作成委託 
・消費生活基本調査 

5,583 
6,130 
2,429 

計 58,532 計 14,142 

取引指導事業 

（不適正な取引行為等の
排除と健全な市場の形
成） 

51,757 

・取引指導 
・表示・景品表示等適正化 
・コンプライアンス遵守 

26,935 
11,924 
6,235 

・不適正取引分析委託 
・インターネット広告表示監視委託 
・事業者説明会開催委託 

1,213 
2,710 
2,740 

計 45,094 計 6,663 

安全対策事業 

（消費生活の安全・安心
の確保） 

 
42,904 

 

・子供の事故防止に向けた
情報発信・普及啓発 
・危害防止対策 

5,534 
 

6,537 

・条例に基づく商品調査等 
・商品テスト試験委託 
・安全な商品の普及啓発イベント等 
・商品等安全協議会実験等委託 

7,992 
5,191 
7,650 

10,000 

計 12,071 計 30,833 

消費生活センター事業 

（消費者教育の推進、消
費者被害の救済） 

 
401,252 

 

・消費生活相談 
・情報提供・被害防止啓発 
・消費者教育 
・活動支援・協働 
・その他 

194,123 
44,554 
38,542 
30,084 
26,006 

・相談処理に係るシステム等運用 
・図書資料室運営・システム等 
・被害防止等に係る普及啓発委託 
・消費者教育教材制作業務委託 
・高齢者見守り人材向け出前講座 
・消費者月間事業(消費者団体協働) 
・その他 

9,972 
8,515 

14,494 
11,740 
10,976 
9,898 
2,348 

計 333,309 計 67,943 

計 568,587 449,006 119,581 

平成30年度予算のうち、都が直接執行している事業、民間に業務委託等を行っている事業の内訳や金額
は以下のとおり。都が直接執行している金額は約４．５億円である。 （単位:千円） 
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序章 都における消費生活対策 
２ 実施体制等 



 施策別予算額の推移 

施 策 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

消費生活行政の企画調整 

（消費者被害の未然防
止と拡大防止） 

63,216 54,444 53,319 64,482 72,674 

取引指導事業 

（不適正な取引行為等の
排除と健全な市場の形
成） 

50,422 55,178 56,047 49,525 51,757 

安全対策事業 

（消費生活の安全・安心
の確保） 

39,836 43,834 43,630 
 

42,904 
 

 
42,904 

 

消費生活センター事業 

（消費者教育の推進、消
費者被害の救済） 

397,540 416,014 422,031 
 

402,912 
 

 
401,252 

 

計 551,014 569,470 575,027 559,823 568,587 

（単位：千円） 
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平成26年度から平成30年度までの施策別予算額は以下のとおり。合計額は、約５．５億円から約５．８億
円の範囲でほぼ横ばいとなっている。 

序章 都における消費生活対策 
２ 実施体制等 



国・都・区市町村との連携・役割分担 

区 

市 

町 

村 

東 京 都 国 

消
費
者
庁
等 

独
立
行
政
法
人 

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー 

消費者（都民） 事業者 

体制整備 
支援 

相談 
調査・ 
指導等 

消費生活部 

消費生活 
総合センター 

事故情報等 
報告 

情
報
共
有 

連
携 

体 制 整 備 支
援、連絡調整 

助言・あっせん 
消費者教育 
普及啓発 

相談 
助言・あっせん
消費者教育 
普及啓発 

消費者被害 
・トラブル 

相談支援 相談情報登録
(ＰＩＯ‐ＮＥＴ) 
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情報提供 

都は、国に対する事故情報等の報告や相談情報等の登録、区市町村に対する体制整備や相談業務への支援な
どを通じて、国・区市町村と連携・協力して施策を推進している（施策ごとの主な役割分担については次ページ
「国・都・区市町村との施策別役割分担」の表のとおり）。 

序章 都における消費生活対策 
２ 実施体制等 



国 東京都 区市町村 

消
費
生
活
行
政 

全
般 

■消費生活に関連する法令や制
度の整備 
■地方自治体への支援（財政支
援を含む） 
 
 

■都内全域を対象とした消費生活行政の
推進 
■都内区市町村への支援 
■消費生活センターの設置 
■法制度の整備や地方自治体への財政支
援等に関する国への働きかけ 

■区市町村の区域内を対象とした消
費生活行政の推進 
■消費生活センターの設置（努力義
務） 

不
適
正
取
引 

対
策 

■全国規模で被害を及ぼしてい
る事業者への対応 
・立入検査等 
・行政指導・処分等 
・表示に関する課徴金制度 

■都内で被害を及ぼしている事業者への
対応 
・立入検査等 
・行政指導・処分等 

■区域内における不適正取引情報等
の国・都への通報 

 

商
品
等
安
全 

対
策 

■全国の事故情報等の集約・分
析 
■事故原因の究明・再発防止に
向けた取組、情報提供 

■都内における事故情報等の集約・分析、
国への通知 
■身の回りの商品やサービスによる危険に
ついての調査、再発防止に向けた取組、普
及啓発等 
 

■区域内における事故情報等の国へ
の通知・都への情報提供 
■普及啓発 

 

消
費
者
教
育
・ 

消
費
生
活
相
談 

 

■全国を対象とした総合的な施
策の策定・実施 
・基本方針の策定 
・消費者教育推進会議の設置 
■ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情
報ネットワークシステム）の運営 
■全国的な相談情報の集約・分
析 

■都内全域を対象とした施策の策定・実施 
・都道府県消費者教育推進計画（東京都消
費生活基本計画）の策定 
・消費者教育推進地域協議会（東京都消費
者教育推進協議会）の設置 
■高度専門的な消費生活相談の実施 
■都内の相談情報の集約・分析 
 

■区市町村の区域内を対象とした施
策の策定・実施 
・市町村消費者教育推進計画の策定
（努力義務） 
・消費者教育推進地域協議会の設置
（努力義務） 
■消費生活相談の実施 
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国・都・区市町村との施策別役割分担 
序章 都における消費生活対策 

２ 実施体制等 



■所在地 

 新宿区神楽河岸 セントラルプラザ15階～17階（東京都飯田橋庁舎内） 
 ※立川に多摩消費生活センター設置 
  （立川市柴崎町 東京都北多摩北部建設事務所３階） 

■役割 

 センター・オブ・センターズ（都内の消費生活センターの中核となるセンター） 
 として、都内全域を対象とする広域的な事業や区市町村支援などを実施 

■事業内容 

 ①消費生活相談  
   （相談窓口：9時～17時／日曜・祝日・年末年始を除く） 

 ②東京都消費者被害救済委員会による被害の救済 

 ③消費者教育 

 ④情報提供、消費者被害防止啓発 

   （図書資料室：平日9時～17時 
    ・消費生活総合センターは金曜日は20時まで、 
     土曜日は10時～17時／日曜・祝日・年末年始を除く 

    ・多摩消費生活センターは土曜・日曜・祝日・年末年始を除く） 

 ⑤消費者団体等の活動支援 など 

 ※多摩消費生活センターでは上記のうち③～⑤を実施 

東京都消費生活総合センターについて 

消
費
生
活
総
合
セ
ン
タ
ー 

活動推進課 

相談課 

多摩消費生活センター 
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東京都消費生活総合センター 

※多摩消費生活センターは、消費生活総合
センター活動推進課の一組織 

序章 都における消費生活対策 
２ 実施体制等 



第１章 

 

都における「消費生活対策」の現状 

22 



◆前章のとおり、「消費生活対策」においては、東京都消費生活対策審議会の答申

や包括外部監査の結果も踏まえ、「東京都消費生活基本計画」を平成30年３月に策

定した。本計画に基づき、施策を展開していく。 

◆計画策定の検討過程において、これまでの消費生活行政に関する施策の現状・課

題を分析済みであるが、より都民のニーズに即した消費生活対策を進めていくには、 

①収集した情報をもとに消費者トラブル等の最新の動向を把握するとともに、的確に

分析し、 

②わかりやすく情報発信(※）する 

ことが不可欠である。 

◆第１章では、上記の２つの視点に関連する消費者被害等の現状や消費生活に関

する都民ニーズ・行動等に焦点を当て、改めて現状を整理する。 

※本件における 「情報発信」は、消費者教育など各事業を実施する中で行っている情報発信を含む。 

 

第１章の概要 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
 



東京都と都内区市町村の消費生活相談件数の推移 

消費生活総合センター及び区市町村の消費生活相談窓口に平成29年度に寄せられた消費生活相談件数は、
118,361件であり、依然として高い水準で推移している。区市町村で受け付ける相談件数は、都内の４分の
３を占めており、身近な相談窓口である区市町村が重要な役割を担っている。 

 

資料：「平成29年度消費生活相談概要」（東京都生活文化局）から作成 

東京都と都内区市町村の消費生活相談件数の推移 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
１ 消費者被害等の現状 



販売購入形態別相談件数の推移 

全相談件数に占める販売購入形態ごとの相談件数の割合について、平成25年度は、「店舗購入」に係る相談が最
も多く、平成26年度以降は「通信販売」に係る相談の件数がそれを上回って最多となるなど、販売購入形態による
相談件数に変化が見られる。 

  

資料：東京都生活文化局まとめ 

販売購入形態別相談件数の推移 
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（単位：件）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

126,951 129,040 127,646 120,813 118,361

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

42,554 41,762 40,566 36,763 34,662

(33.5%) (32.4%) (31.8%) (30.4%) (29.3%)

59,512 63,141 64,076 61,555 59,713

(46.9%) (48.9%) (50.2%) (51.0%) (50.4%)

10,583 10,350 10,349 9,532 10,167

(8.3%) (8.0%) (8.1%) (7.9%) (8.6%)

38,135 42,854 44,495 43,294 41,374

(30.0%) (33.2%) (34.9%) (35.8%) (35.0%)

1,371 1,531 1,438 1,595 1,828

(1.1%) (1.2%) (1.1%) (1.3%) (1.5%)

6,950 6,307 5,903 5,149 4,444

(5.5%) (4.9%) (4.6%) (4.3%) (3.8%)

481 161 194 236 204

(0.4%) (0.1%) (0.2%) (0.2%) (0.2%)

858 968 856 939 895

(0.7%) (0.8%) (0.7%) (0.8%) (0.8%)

1,134 970 841 810 801

(0.9%) (0.8%) (0.7%) (0.7%) (0.7%)

24,885 24,137 23,004 22,495 23,986

(19.6%) (18.7%) (18.0%) (18.6%) (20.3%)

販売購入形態

特殊販売

電話勧誘販売

ネガティブオプション

訪問購入

訪問販売

通信販売

マルチ（まがい）商法

電話勧誘販売

ネガティブオプション

訪問販売

通信販売

マルチ（まがい）商法

訪問購入

他の無店舗販売

全相談件数

店舗購入

不明・無関係

他の無店舗販売

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
１ 消費者被害等の現状 



店舗以外での販売購入形態別相談件数を契約当事者の年代別に見てみると、訪問販売、電話勧誘販売、ネガ
ティブオプション（送り付け商法）、訪問購入については、全年代に占める60歳以上の割合が特に高くなっている。
これは、他の年代と比べて在宅機会が多いことによるものと考えられる。 
一方で、マルチ（まがい）商法は、20歳代からの相談が多くなっている。  
 

特殊販売の形態別契約当事者年代別相談件数（平成29年度） 

特殊販売の形態別契約当事者年代別相談件数（平成29年度） 
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（単位：件）

販売購入形態 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 その他不明 計

131 886 704 912 887 1,178 4,104 1,365 10,167

(1.3%) (8.7%) (6.9%) (9.0%) (8.7%) (11.6%) (40.4%) (13.4%) (100%)

1,136 4,173 6,092 8,013 7,398 5,902 4,981 3,679 41,374

(2.7%) (10.1%) (14.7%) (19.4%) (17.9%) (14.3%) (12.0%) (8.9%) (100%)

149 721 250 168 134 114 138 154 1,828

(8.2%) (39.4%) (13.7%) (9.2%) (7.3%) (6.2%) (7.5%) (8.4%) (100%)

6 214 268 437 473 611 1,715 720 4,444

(0.1%) (4.8%) (6.0%) (9.8%) (10.6%) (13.7%) (38.6%) (16.2%) (100%)

1 13 22 29 17 15 81 26 204

(0.5%) (6.4%) (10.8%) (14.2%) (8.3%) (7.4%) (39.7%) (12.7%) (100%)

2 10 24 55 107 160 443 94 895

(0.2%) (1.1%) (2.7%) (6.1%) (12.0%) (17.9%) (49.5%) (10.5%) (100%)

9 120 97 137 104 72 166 96 801

(1.1%) (15.0%) (12.1%) (17.1%) (13.0%) (9.0%) (20.7%) (12.0%) (100%)

1,434 6,137 7,457 9,751 9,120 8,052 11,628 6,134 59,713

(2.4%) (10.3%) (12.5%) (16.3%) (15.3%) (13.5%) (19.5%) (10.3%) (100%)
特殊販売　計

訪問販売

通信販売

マルチ（まがい）商法

電話勧誘販売

ネガティブオプション

訪問購入

他の無店舗販売

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
１ 消費者被害等の現状 

資料：東京都生活文化局まとめ 



高齢者の年代別消費生活相談件数の推移 

高齢者（60歳以上）からの消費生活相談は、平成25年度以降、全相談件数の３割を超えている。 
高齢者の平均契約購入金額は178万円と、59歳以下の平均契約購入金額約106万円と比較して高額となっている。 

高齢者の年代別消費生活相談件数の推移 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

高齢者契約購入金額 2,112 2,069 1,833 1,897 1,780

59歳以下契約購入金額 1,167 1,175 1,062 1,000 1,056

全体契約購入金額 1,556 1,517 1,356 1,320 1,347

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
１ 消費者被害等の現状 

27 
資料：「平成29年度消費生活相談概要」（東京都生活文化局）から作成 

＜平均契約購入金額の推移＞ （単位：千円） 



若者からの消費生活相談件数の推移 

平成29年度の若者（29歳以下）からの消費生活相談は、13,634件であり、過去５年間の推移をみると、平成26年度
をピークに緩やかな減少傾向にあり、全相談件数に占める割合も同様の傾向を示している。 
いずれの年も、20歳未満の相談件数と20歳代の相談件数には大きな差がある（平成29年度は、20歳未満が2,014
件、 20歳代が11,620件）。これは、事業者と未成年者との契約において、民法の未成年者取消権が抑止力として
機能していることが一つの要因であると考えられる。 

若者からの消費生活相談件数の推移 
第１章 都における「消費生活対策」の現状 

１ 消費者被害等の現状 
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資料：東京都生活文化局まとめ 



架空・不当請求に関する消費生活相談件数の推移 

身に覚えのない代金の請求や不当に高額な請求などの「架空・不当請求」に関する相談受付件数は17,451件で、
前年度に比べ7.8％の減少になった。平成28年度以降、「架空・不当請求」に関する相談受付件数は減少傾向に
ある。ただし、その他不当請求を除く「架空請求のみ」の平成29年度の相談件数は12,180件と、過去５年間で最も
多い。 

架空・不当請求に関する消費生活相談件数の推移 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
１ 消費者被害等の現状 

資料：「平成29年度消費生活相談概要」（東京都生活文化局）から作成 



消費生活問題に対する取組として東京都に力を入れて欲しいことについて尋ねたところ、消費者被害に関する
迅速な情報提供の充実が43.1％、消費生活相談窓口の更なる周知が33.1％、製品・サービスの事故情報、リ
コール情報などの提供の充実が28.5%と、情報発信関係の項目に関する期待は高い。 

悪質事業者の取締の強化

消費者被害に関する迅速な情報提供

の充実

消費者教育・啓発の充実

消費生活相談窓口の更なる周知

製品・サービスの事故情報、

リコール情報などの提供の充実

消費生活相談体制の充実

製品・サービスの安全確保に向けた

対策の充実

その他

わからない

49.1

43.1

33.3

33.1

28.5

27.9

20.3

1.0

17.2

0 10 20 30 40 50 60 70

n=3000

（％）

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年3月）（東京都生活文化局）から作成 

消費生活問題に対する取組として都に力を入れてほしい取組 
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情報発信関係の項目 

消費生活問題に対する取組として、東京都に力を入れてほしい取組（複数回答） 

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
２ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等 



43.8 

34.0 

32.8 

32.3 

23.0 

0.3 

19.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

悪質事業者の取締の強化

消費者教育・啓発の充実

消費生活相談窓口の更なる周知

消費者被害に関する迅速な情報提供の充実

消費生活相談体制の充実

その他

わからない

( n = 2,400 )

若者に東京都に望む消費者被害防止に向けた取組について尋ねたところ、「消費生活相談窓口の更なる周
知」が32.8％、「消費者被害に関する迅速な情報提供の充実」が32.3％と情報発信関係の項目に関する期待
は高い。 

資料：「若者の消費者被害に関する調査」（平成28年12月）（東京都生活文化局）から作成 

都に望む若者の消費者被害防止に向けた取組 
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情報発信関係の項目 

東京都に望む若者の消費者被害防止に向けた取組（複数回答） 

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
２ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等 



年齢階層別インターネット利用状況(個人） 

年齢階層別インターネット利用状況(個人） 

資料：「平成29年通信利用動向調査」(平成30年6月）（総務省）から作成 

個人のインターネット利用機器に関
して年代別にみると、「スマートフォ
ン」は13～49歳の各年齢階層で７
割以上が利用しており、50歳代でも
7割弱が利用している。 

59歳までの年代には、スマートフォ
ンによる情報発信が効果的である。 

平成29年(n=38,630) 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
２ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等 



ソーシャルメディアの利用拡大 

ソーシャルメディアの利用拡大 
６つのソーシャルメディア（mixi、Faceboook、GREE、Mobage、Twitter、LINE）のいずれか１つ以上利用している人の
割合は、平成24（2012）年からの５年間で41.4％から71.2％と、約30ポイント上昇している。 
年代別に見ると、20代と30代が高い割合で推移する一方、平成27（2015）年と平成28（2016）年の比較では、50代
が49.4％から60.8％、60代が20.3％から30.7％と、それぞれ10ポイントを超えて大きく上昇しており、50代以上にも
ソーシャルメディアの利用が広がっている状況が見られる。 

資料： 「平成28年情報通信メディアの利⽤時間と情報⾏動に関する調査報告書」（総務省情報通信政策研究所）から作成 
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今後、東京都が消費生活情報を発信していく上で力を入れてほしい媒体について尋ねたところ、「ホームページ
（パソコン用）」は約5割（51.8％）と最も回答割合が高かった。 

消費生活情報の発信で力を入れてほしい媒体（複数回答） 

資料： 「情報発信ツールに関する調査」（平成26年12⽉）（東京都生活⽂化局）から作成 

消費生活情報の発信で力を入れてほしい媒体 
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51.8%

46.5%

40.0%

23.5%

18.8%

16.9%

14.7%

12.0%

8.3%

5.2%

0.7%

0 20 40 60 80 100

ホームページ(パソコン用)

テレビCM

広報紙(誌)

新聞広告

チラシ・リーフレット・パンフレット

交通広告(電車・バスの車内広告)

ホームページ(スマホ用)

ツイッター・フェイスブックなどのSNS

雑誌広告(フリーペーパーを含む)

ラジオCM

その他

(％)n=3,000 (％)
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若者に消費者被害に関する注意喚起情報を入手しやすいと思うメディアについて尋ねたところ、平成28年度
調査では「ウェブサイト（スマートフォン・タブレット）」が55.4％で最も高く、次いで「ＳＮＳ（ツイッター、フェイス
ブックなど）」が43.5％、「ウェブサイト（ＰＣ）」が40.9％となっている。 

資料： 「若者の消費者被害に関する調査」（平成28年12⽉）（東京都生活⽂化局）から作成 

若者が注意喚起情報を入手しやすいと思うメディア 

35 

若者が消費者被害に関する注意喚起情報を入手しやすいと思うメディア（複数回答） 

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
２ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等 



消費生活情報についてどの程度情報を得ているか 

消費生活情報についてどの程度情報を得ているかについて尋ねたところ、 “得ていない”と思っている層（「あまり
得ていないと思う42.5%」＋「ほとんど得ていないと思う17.1%」＝59.6%）が約6割いる。 

資料：「情報発信ツールに関する調査報告書」（平成26年12月）（東京都生活文化局））から作成 

消費生活情報の取得について 

36 
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消費生活情報についてどの程度情報を得ているか（性別・年代別） 

消費生活情報についてどの程度情報を得ているかについて尋ねたところ、 「ほとんど得ていないと思う」と答えた割合
が高いのが10代(23.2%)と20代(26.0%)でどちらも2割を超えている。 

資料：「情報発信ツールに関する調査報告書」（平成26年12月）（東京都生活文化局））から作成 

消費生活情報の取得について（性別・年代別） 
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2.7

3.4

2.0

2.8

4.8

2.4

1.8

1.2

2.6

4.0

37.7

39.3

36.1

25.6

29.2

31.4

37.6

41.8

51.8

43.2

42.5

40.7

44.2

48.4

40.0

48.2

47.4

44.0

33.4

35.2

17.1

16.5

17.7

23.2

26.0

18.0

13.2

13.0

12.2

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=3,000)

男性(n=1,500)

女性(n=1,500)

10代(n=250)

20代(n=500)

30代(n=500)

40代(n=500)

50代(n=500)

60代(n=500)

70代(n=250)

十分に得ていると思う ある程度得ていると思う

あまり得ていないと思う ほとんど得ていないと思う
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消費者トラブルに遭わないために必要なこと （複数回答） 

消費者トラブルに遭わないために必要なことについては、「消費者自身が知識を身に付けて、トラブルにあわな
いように注意する」が最も高く約8割（80.9％）だった。 

資料： 「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年３月）（東京都生活文化局）から作成 

消費者トラブルに遭わないために必要なこと 

38 
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若者が「架空請求」の被害に至らなかった理由 

若者が「架空請求」により請求されたが実被害に至らなかった理由：経年比較（複数回答） 

若者で「架空請求」により請求されたが実被害に至らなかった人に理由を尋ねたところ、平成28年度調査では
「その商法について知っていたから」が約7割（71.5％）で最も高くなっている。 

39 

71.5 

38.1 

29.2 

13.6 

3.0 

2.5 

72.7

42.9

26.1

13.9

3.4

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その商法について知っていたから

よく考えて慎重に対応したから

インターネット等で調べたから

家族や知人に相談したから

消費生活センターに相談したから

その他

［平成28年度］（ n = 839 ） 

［平成24年度］（ n = 846 ） 
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資料： 「若者の消費者被害に関する調査」（平成28年12月）（東京都生活文化局）から作成 



高齢者が悪質商法の被害にあわないための対策 

高齢者が悪質商法の被害にあわないために必要な対策（複数回答） 

40 

64.8

60.8

60.3

58.3

55.6

53.2

46.7

11.1

4.2

2.1

67.1

58.2

59.9

55.0

57.7

53.1

46.4

10.6

4.7

1.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

高齢者自身が悪質商法の手口などの

情報収集を心がける

家族・親族が日頃から気にかける

テレビ・ラジオ・新聞などのメディアに

被害情報を取り上げてもらう

地域で声を掛け合うなどの関係を作る

悪質事業者を厳しく取り締る

自治体と高齢者関連団体等が連携し、

悪質商法の手口など啓発を行う

都や区市町村など自治体が悪質商法の

手口などの啓発を行う

ヘルパー等の福祉関係者が

日頃から気にかける

その他

無回答

問 高齢者が悪質商法の被害にあわないためには、

どのようにすればよいと思いますか。（複数回答可）

平成29年度(n=2,924)

平成25年度(n=3,297)

(%)

高齢者に悪質商法の被害にあわないために必要な対策を尋ねたところ、平成29年度調査では「高齢者自身が
悪質商法の手口などの情報収集を心がける」が 6割強（64.8％）と最も高くなっている。 

資料： 「高齢者の消費者被害に関する意識調査」（平成30年２月）（東京都生活文化局）から作成 
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高齢者が悪質商法の被害に至らなかった理由 

高齢者が悪質商法の請求や勧誘をされたにもかかわらず、被害に至らなかった理由 
（複数回答） 
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64.3

35.2

13.4

4.0

1.9

0.2

11.5

11.0

66.3

38.9

14.5

3.4

1.4

0.4

8.8

8.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

その商法の手口を知っていたから

よく考えて慎重に対応したから

家族や知人などに相談したから

消費生活センター等に相談したから

インターネットで調べたから

ヘルパーなど福祉関係者に相談したから

その他

無回答

問 請求又は勧誘されたにもかかわらず、被害に至らなかった理由は何ですか。

（複数回答可）

平成29年度(n=930)

平成25年度(n=1106)

(%)

資料：「高齢者の消費者被害に関する意識調査」（平成30年２月）（東京都生活文化局）から作成 

高齢者に悪質商法の請求や勧誘をされたにもかかわらず被害に至らなかった理由について尋ねたところ、
平成29年度調査では「その商法の手口を知っていたから」が約6割強（64.3％）と最も高くなっている。 
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消費生活問題への関心について尋ねたところ、「関心なし」の層が12.5％いた。 

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年3月）（東京都生活文化局）から作成 

消費生活問題への関心 
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n = 3000 ％

関心あり

87.5

関心なし

12.5

消費生活問題への関心 
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消費生活問題に関心がない理由 

消費生活問題に関心がない人へ理由を尋ねたところ、「自分にとって身近な問題ではないと思うから」が最も高く
44.8％であった。 

自分にとって身近な問題ではないと思うから

難しそうだから

いままでに学んだり考えたりする機会が
なかったから

自分がトラブルに遭うことはないと思うから

その他

44.8 

28.8 

22.7 

10.7 

1.3 

0 10 20 30 40 50 60

n=375

（％）

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年3月）（東京都生活文化局）から作成 

消費生活問題に関心がない理由（複数回答） 
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消費生活問題への関心（性別・年代別） 

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年3月）（東京都生活文化局）から作成 

n =

全体 全  体 3000

男性 1500

女性 1500

20代 500

30代 500

40代 500

50代 500

60代 500

70代以上 500

性別

年代別

87.5

84.2

90.8

75.0

84.0

85.0

89.8

94.4

96.8

12.5

15.8

9.2

25.0

16.0

15.0

10.2

5.6

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関心あり

関心なし

年代別では、「関心なし」の割合が最も高い層は【20代】で25.0％、最も低い層は【70代以上】で3.2％、その差は21.8
ポイントであった。年代が若いほど関心のない割合が高くなっている。 

消費生活問題への関心（性別・年代別） 
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知っている 

38.7 

内容までは知らな

いが、名前は知っ

ている 

43.1 

知らない 

18.2 

消費生活センター等の認知 

45 

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年３月）（東京都生活文化局）から作成 

消費生活センター等に認知について尋ねたところ、「東京都の消費生活センター」または「お住まいの区市町村
の消費生活センターや消費生活相談窓口」について「知らない」人が2割弱（18.2%）いる。 

N=3,000 単位% 

消費生活センター・消費生活相談窓口の認知 
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46 

「東京都の消費生活センター」または「お住まいの区市町村の消費生活センターや消費生活相談窓口」を知らない人
のうち、年代別に見て知らない割合が最も高いのは20代で3割強（36.8%)、次いで30代と40代が2割（30代23.8%、 
40代が21.2％）となっており、年代が若い層ほど知らない人が多い。 

資料：「都民の消費生活に関する意識調査」（平成28年３月）（東京都生活文化局）から作成 

n =

全体 全  体 3000 18.2

男性 1500 19.4

女性 1500 17.0

20代 500 36.8

30代 500 23.8

40代 500 21.2

50代 500 13.8

60代 500 6.8

70代以上 500 6.8

知らない人
の割合(%)

性別

年代

38.7

38.5

38.9

27.0

32.0

31.0

39.0

52.2

51.0

43.1

42.1

44.1

36.2

44.2

47.8

47.2

41.0

42.2

18.2

19.4

17.0

36.8

23.8

21.2

13.8

6.8

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている

内容までは知らないが、名前は知っている

知らない

消費生活センター・消費生活相談窓口の認知（性別・年代別） 
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若者が悪質商法による被害を受けた場合に消費生活センターへは相談しない（「たぶん相談しないと思う」＋
「相談しないと思う」）と回答した人の理由は、平成28年度調査では「自分で解決できると思うから」が52.5％で最
も高い。自分で解決できるために必要な情報提供が必要である。 

若者が消費生活センターへ相談しない理由 

47 

資料：「若者の消費者被害に関する調査」（平成28年12月）（東京都生活文化局）から作成 

52.5 

27.6 

24.3 

18.3 

3.4 

40.2

38.3

23.4

19.7

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分で解決できると思うから

相談しても仕方がないと思うから

相談する時間がないから

相談するのが恥ずかしいから

その他 [平成28年度] （n=493) 

[平成24年度] （n=726) 

若者が消費生活センターへ相談しない理由 
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高齢者の悪質商法被害後の行動 

48 

高齢者に、悪質商法被害後の行動について尋ねたところ、「何もしなかった」が42.0％と最も高くなっている。 

26.0

6.0

5.3

4.0

4.0

0.7

8.0

42.0

10.0

27.0

7.4

9.0

5.3

4.8

1.1

7.4

45.5

3.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

家族や知人に相談した

警察に相談した

消費生活センター等に相談した

弁護士等の専門家に相談した

インターネットにより自分で調べた

ヘルパーなど福祉関係者に相談した

その他

何もしなかった

無回答

問 被害にあった後、誰かに相談したり、自分で調べたりしましたか。

（複数回答可）

平成29年度(n=150)

平成25年度(n=189)

(%)

高齢者の悪質商法被害後の行動 

資料：高齢者の消費者被害に関する調査（平成30年２月）（東京都生活文化局）から作成 
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高齢者が被害後に「何もしなかった」理由として、平成29年度調査では「自分にも責任があると思ったから」が
52.4％と最も高い割合となっている。被害後に泣き寝入りしないためには、適切な情報提供が必要である。 

高齢者が悪質商法被害後に「何もしなかった」理由 

49 

資料：「高齢者の消費者被害に関する調査」（平成30年2月）（東京都生活文化局）から作成 

高齢者が悪質商法被害後に「何もしなかった」理由 
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持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進 

50 

持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進 

～エシカル（倫理的消費）の理解の促進～ 

（「東京都消費生活基本計画」（平成30年３⽉ 東京都）より） 

 持続可能な開発目標（SDGs）の目標12
「持続可能な生産・消費形態を確保する」
では、2030年までに、人々があらゆる場所
において、持続可能な開発及び自然と調
和したライフスタイルに関する情報と意識
を持つようにすることなどが掲げられてい
ます。消費生活行政においても、消費者の
持続可能な社会の形成に貢献する消費行
動を促進していく必要があります。 

 そのため、「人や社会、環境に配慮した
消費行動」である「エシカル（倫理的）消費」
の理念を、広く都民に普及啓発し、理解の
促進を図ります。 

 普及啓発に当たっては、一人ひとりの消
費者が日々の暮らしの中で、できるところ
から無理のない範囲でエシカル消費を選
択していけるように促していきます。 

「持続可能な開発目標」における17の目標 
（出典：国際連合広報センターホームページ） 
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若者のエシカル消費の認知 

51 

「エシカル消費」について若者に聞いたところ、「知っている」が6.1％、「言葉は聞いたことがあるが、内容までは知
らない」が14.2％、「知らない」が79.7％となっており、9割以上（14.2%+79.7%=93.9%)が内容までは認知していない。 

資料：「若者の消費者被害に関する調査」（平成28年12月）（東京都生活文化局）から作成 

知っている

(6.1%)

言葉は聞いたこと

があるが、内容ま

では知らない

(14.2%)

知らない

(79.7%)

( n = 2,400 )

若者のエシカル消費の認知 

第１章 都における「消費生活対策」の現状 
２ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等 



【消費者被害等の現状】 

〇東京都消費生活総合センター及び区市町村の消費生活相談窓口に平成29年度に 

寄せられた消費生活相談件数は、118,361件で、依然として高い水準で推移 

〇販売購入形態別の相談件数では、通信販売の増加が見られる。 

〇平成29年度の高齢者（60歳以上）からの消費生活相談件数は37,479件で、平成25年

度以降、全相談件数の３割を超えており、平均契約金額も他の世代より高い。 

〇平成29年度の若者（29歳以下）からの消費生活相談件数は、13,634件であり、全相談

件数に占める割合は11.5% 

〇架空請求・不当請求に関する相談は、平成28年度に減少に転じたが、その他不当請

求を除く「架空請求のみ」の相談件数は、平成29年度は12,180件と過去5年間で最も多

い。 

消費者被害等の現状のまとめ 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
３ 消費者被害等の現状のまとめ 



【消費生活に関する都民ニーズ・行動等】 

〇消費生活問題に対する東京都に力を入れて欲しい取組として、情報発信への期待

は高い。 

○「スマートフォン」は13～49歳の各年齢階層で７割以上、50歳代でも7割弱が利用して

いることから、59歳までの年代には、スマートフォンによる情報発信が効果的である。 

〇ソーシャルメディアの利用は、５年前（平成24年）と比べて、全世代において拡大傾向 

〇消費生活情報を発信する媒体として、ウェブサイト、ＳＮＳは高い効果が見込める。 

〇消費生活情報を「得ていないと思っている」層が約６割いる。うち「ほとんど得ていな

いと思う」層は若者に多い。 

〇悪質商法の被害や消費者トラブルに遭わないためには、消費者自身が知識を身に

付けて注意することやその手口を知ることが必要と考えている人が多い。 

○ 自分にとって身近な問題ではない、自分がトラブルに遭うことはないなどの理由で、

消費生活に関心のない層が１割以上いる。また、年代が若いほど関心のない割合

が高い。 

 

 

消費生活に関する都民ニーズ・行動等のまとめ 
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第１章 都における「消費生活対策」の現状 
４ 消費生活に関する都民ニーズ・行動等のまとめ 



〇消費生活センター・消費生活相談窓口を知らない人が２割弱おり、年代別に見ると、

知らない割合が最も高いのが20代（36.8%）で、次いで30代（23.8%）となっている。 

○ 若者が悪質商法による被害を受けた場合、消費生活センターに相談しないと回答し

た人の理由は、自分で解決できると思っている割合が最も高いため（52.5%）、解決す

るための情報の提供や解決を支援する相談窓口の周知が必要 

○ 悪質商法の被害にあった高齢者のうち、約４割が被害後に何もしなかったと回答し

ている。その理由として、「自分にも責任があると思ったから」と回答した割合が最も

高い(52.4％）。 

〇平成30年６月に民法の成年年齢を20歳から18歳へ引き下げること等を内容とする改

正法が成立し、若年層の消費者被害を防止するための対策が求められている。 

〇平成27年9月、「国連持続可能な開発サミット」において採択された持続可能な開発

目標(SDGs)の目標12「持続可能な生産・消費形態を確保する」を踏まえ、消費生活

行政においても消費者の持続可能な社会の形成に貢献する消費行動を促進してい

く必要がある。 

○ 「エシカル消費」について、９割以上の若者が内容までは認知していない。 

54 

消費生活に関する都民ニーズ・行動等のまとめ 
第１章 都における「消費生活対策」の現状 

３ 第１章のまとめ 



第２章 

 

都の取組の点検・評価等 
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◆第１章を踏まえ、①情報の収集・分析、②情報発信に関する都の取組を点検、評価するとともに課題を
整理する。 

①情報の収集・分析 

都民への 
効果的な情報発信 

 ○東京くらしＷＥＢ 
 ○ＳＮＳ 
 ○東京くらしねっと 
 ○普及啓発リーフレット など 
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相談情報 
（ＰＩＯ－ＮＥＴ） 

都民からの通報 

区市町村等関係機関からの 
情報提供・通知 

職員による情報収集 
（職権探知等） 

第２章の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者被害救済 

不適正取引対策 

商品等安全対策 

消費者教育、啓発 

②情報発信 

 
 
「消費生活対策」においては、ＰＩＯ－ＮＥＴに蓄積された相談情報や都民からの通報等、収集した情
報や消費生活基本調査の結果を分析し、施策・事業の実施につなげている。同時に、国・事業者団
体等への働きかけや区市町村等関係機関への情報提供とともに、効果的に都民へ情報発信していく
ことが重要である。 

都の取組の全体像 

消費生活基本調査 

国・事業者団体等への働きかけ 

区市町村等関係機関への 
情報提供 

施策・事業の実施 

第２章 都の取組の点検・評価等 
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①情報の収集・分析の概要 

〇都内の消費生活センターでは、都民からの消費生活相談を受け付け、その相談内容に

応じた問題解決の支援（相談処理）を行っている。 

〇相談処理の過程は記録され、消費生活行政に役立てることを目的として国が構築する

「ＰＩＯ－ＮＥＴ※」に登録・収集されている。 

〇都では、このほか、ホームページ「東京くらしＷＥＢ」上に都民からの通報サイトを置き、通

報情報の収集・分析の実施、区市町村等関係機関からの情報提供、職員の職権による

探知などにより情報を収集している。合わせて、消費生活基本調査を実施し、消費者を

取り巻く動向や消費者の意識・実態を把握し、施策展開の基礎資料として活用している。 

〇これらの蓄積された相談情報等を分析し、消費者に向けた情報提供、啓発等に役立てて

いる。 

①情報の収集・分析 

※ＰＩＯ－ＮＥＴとは 

・全国消費生活情報ネットワークシステム。全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費者から消費生活セ
ンターに寄せられる消費生活相談情報の収集を行うシステム。 
・相談者の属性（年代等）や商品・サービスの分類、販売形態（通信販売、訪問販売、店舗販売等）、問題点に関す
るキーワード等が入力されており、多角的に集計・分析を行うことが可能 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



相談情報（PIO-NET）の活用 

相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ）の活用～収集・分析等→結果の発信について  

 
〇消費者被害の未然防止・拡大防止に役立てるため、ＰＩＯ－ＮＥＴに蓄積されたデータを
もとに、都内における相談傾向の分析や消費者トラブルの多い商品分野・販売方法等に
よるテーマ別分析等を行っている。 

〇悪質事業者通報サイト等に寄せられた都民からの通報内容の分析に当たっては、必
要に応じて、ＰＩＯ－ＮＥＴに蓄積された相談情報を活用している。 

 

〇分析等の結果や注意喚起情報は、ホームページ「東京くらしＷＥＢ」で発信するとともに、
「東京都消費生活行政ツイッター」、「東京都消費生活行政フェイスブック」も活用し、広く
都民に発信している。 

〇このほか、相談処理に必要な情報として、消費生活相談員等窓口業務に従事する職
員向けの研修での活用を含め、区市町村へ情報提供している。 
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第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 
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相談内容の登録（都内） 

平成29年度 118,361件 

相談情報 
（ＰＩＯ－ＮＥＴ） 

都民からの通報 
（悪質事業者通報サイト、 

架空請求専用サイト） 

不適正取引行為を行う事業者
に関する通報 

 平成29年度 286件 

架空請求事業者に関する通報
の受付 

 平成29年度 2,401件 

収集方法 

適用法令に基づく通報内
容の分析（必要に応じて相
談情報等を確認） 

相談件数の集計、相談傾
向の分析（月別・年別） 

テーマ別（商品分野・販売
方法、対象者等）分析 

消費者被害等の最新の動
向の把握 

相
談
シ
ス
テ
ム
担
当 

相
談 

担
当 

取
引
指
導
担
当 

「今月の消費生活相談」 
月１回発行 

「消費生活相談年報」 
年１回発行 

「テーマ別分析」 
年４回程度 
《例》 
〇「若者」、「高齢者」の相談の概
要 
〇「インターネット取引」の相談の
概要  

「消費者注意情報」 
平成29年度：25回 
《例》 
〇偽ヤフーの架空請求に注意し
よう！～「有料動画サイトの未払
利用料金がある」とのSMSを送り
付けています～ 
〇代金前払いのネット通販、支
払ったのに商品が届かない！ ～
注文の際は、事業者の情報をよく
確認しましょう！～ 

分析等の結果の発信 分析等 

＜消費生活総合センター相談課＞ 
＜区市町村消費生活相談窓口＞ 

＜消費生活部取引指導課＞ 

ツ
イ
ッ
タ
ー
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
に
よ
る
拡
散 

（
平
成
29
年
度 

 

回
） 
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ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
東
京
く
ら
し
Ｗ
Ｅ
Ｂ
」
に
よ
る
発
信 

区
市
町
村
へ
情
報
提
供 

相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ）の活用～収集→分析等→結果の発信のフロー  

※分析等の結果は、必要に応じて報道発表を実施 

ＰＩＯ-ＮＥＴに蓄積された相談情報は、都民向けのタイムリーな注意喚起に加えて、区市町村の相談業務
への支援にも役立てられている。 

相談情報（PIO-NET）の活用（フロー図） 第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



ＰＩＯ－ＮＥＴ 

全国消費生活情報 
ネットワークシステム 

相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

相談受付 
 

相談処理（被害救済） 
助 言、あっせん 
他機関紹介 等 

相談内容の登録、分析 

電話・来所 

・相談内容の複雑化・高度化に伴い、個別の相談状況を的確に把握するため、高度専門性を有する
相談員が十分な聴き取りを行い、問題点を整理し、適切に助言 

・平成29年３月現在、東京都消費生活総合センター、都内23区26市１町の消費生活センター等にお
いて、寄せられた相談情報をＰＩＯーＮＥＴに蓄積し、相談処理等に活用 

＜消費生活総合センター相談課＞ 
＜区市町村消費生活相談窓口＞ 

相談情報に関する収集・分析の流れは以下のとおり。現在、都民から寄せられる消費生活相談は、電話による場合が
ほとんどであるが、ＩＣＴの普及を踏まえ、課題を整理した。 

＜消費生活総合センター相談課＞ 
＜区市町村消費生活相談窓口＞ 
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相談情報（PIO-NET）について 第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 
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〇都内で相談員を配置し、消費生活相談を受け付けている消費生活センター等は、東京都消費生活総合
センター及び都内23区26市１町の消費生活センター等（詳細は次ページ参照） 

〇東京都消費生活総合センターは、「センター・オブ・センターズ」として、高度専門的・広域的な相談に対応
するため、10の専門分野グループ別に相談員を配置し、相談内容の集中的な情報収集・分析、問題点の
整理を行い、相談処理の向上を図っている。 

専門分野グループ体制による活動は、消費生活総合センターにおける相談業務の質的向上のみならず、
相談処理に必要な情報の提供や研修の実施等、区市町村の相談業務の支援に役立てられている。多摩
地域には、平日の開設日が限られていたり、少人数で対応している窓口があるなど引き続き支援していくこ
とが必要 

  

相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ）～消費生活相談の受付に当たって  
 
〇平成29年度に東京都消費生活総合センターで受け付けた相談のうち、約97％が電話、約３%が来所と
なっている。消費生活相談の特性として、十分な聴き取りを行った上で問題点を整理する必要があることか
ら、メール相談は行っていない。 

 
聴覚に障害があるなど、電話による相談がしづらい方には、相談の幅が広がるというメリットのあるメール
相談を平成30年７月から開始したことを機に、ＩＣＴを含め、相談情報の収集について検討 

相談情報（PIO-NET）に係る消費生活相談の受付に当たって 

【課題１ （①情報の収集・分析）】 
消費者被害に関する情報は、相談を通じて得られる場合が多いことから、電話・来所のほか、ＩＣＴの普
及を踏まえた相談情報の収集について検討が必要である。 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１  「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



名　　　称 相談受付時間 休館日

24 八王子市消費生活センター  9:00～16:30 日曜

25 立川市消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

26 武蔵野市消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

27 三鷹市消費者活動センター 10:00～16:00 偶数月最終土曜

28 青梅市消費者相談室
10:00～16:00

(第2･4火曜18:00まで）
土曜､日曜

29 府中市消費生活センター 10:00～16:00
土曜､日曜
臨時休館日

30 昭島市消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

31 調布市消費生活センター
9:00～15:30

(第2土曜9:00～12:00）
土曜､日曜

32 町田市消費生活センター  9:00～16:00 日曜

33 小金井市消費生活相談室  9:30～16:00 土曜､日曜

34 小平市消費生活センター 9:00～16:00 土曜､日曜

35 日野市消費生活センター  9:30～16:00 土曜､日曜

36 東村山市消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

37 国分寺市消費生活相談室
 9:30～12:00
13:00～15：30

土曜､日曜

38 国立市消費生活センター 10:00～16:00 土曜､日曜

39 西東京市消費者センター 10:00～16:00 土曜､日曜

40 福生市消費者相談室 13:00～16:00 火曜,木曜,土曜,日曜

41 狛江市消費生活センター 9:00～16:00（受付15：00まで） 土曜､日曜

42 東大和市消費生活センター 10:00～16：00 土曜､日曜

43 清瀬市消費生活センター
 9:00～12:00
13:00～16:00

土曜､日曜

44 東久留米市消費者センター  10:00～16:00 土曜､日曜

45 武蔵村山市消費生活センター  9:30～16:00 木曜、土曜、日曜

46 多摩市消費生活センター  9:30～16:00
第1・3木曜
第2・4・5土曜、日曜

47 稲城市消費生活センター 9:30～15:30 土曜、日曜

48 羽村市消費生活センター
9:00～12:00
13:00～16:00

土曜､日曜

49 あきる野市消費生活相談窓口  9:00～16:00 火、水、金、土、日

50 瑞穂町消費生活相談窓口
 9:00～12:00
13:00～16:00

月、水、木、土、日

名　　　称 相談受付時間 休館日

東京都消費生活総合センター  9:00～17:00 日曜

1 千代田区消費生活センター  9:30～16:00 土曜､日曜

2 中央区消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

3 港区消費者センター 9:30～16:00 日曜

新宿区立新宿消費生活ｾﾝﾀｰ  9:00～17:00 土曜､日曜

新宿区立新宿消費生活ｾﾝﾀｰ分館  8:30～22:00 12月29日～1月3日

5 文京区消費生活センター  9:30～16:00 土曜､日曜

6 台東区消費生活センター  9:00～16:00 土曜､日曜

7 すみだ消費者センター  9:00～16:30 日曜(土曜は電話相談のみ実施)

8 江東区消費者センター  9:30～16:00
日曜､第2･第4月曜
他に別に定める土曜

9 品川区消費者センター
 9:00～16:00

(土曜は12:30～16:00、
第4火曜は16:00～19:00）

土曜､日曜(土曜午後、第4火曜19
時までは電話相談のみ実施)

10 目黒区消費生活センター  9:30～16:30 土曜､日曜

11 大田区立消費者生活センター  9:00～16:30 土曜､日曜

12 世田谷区消費生活センター
 9:00～16:30

（土曜は15:30まで）
日曜(土曜は電話相談のみ実施)

13 渋谷区立消費者センター  9:30～16:00 日曜

14 中野区消費生活センター 9:30～16:00 土曜､日曜

15 杉並区立消費者センター  9:00～16:00 土曜､日曜

16 豊島区消費生活センター 9:30～16:00 土曜､日曜

17 北区消費生活センター 9:30～16:00 土曜､日曜

18 荒川区消費生活センター  8:30～16:30 土曜､日曜

19 板橋区消費者センター  9:00～16:30 土曜､日曜

20 練馬区消費生活センター  9:00～16:30 土曜、日曜

21 足立区消費者センター  9:00～16:45 土曜､日曜

22 葛飾区消費生活センター  9:00～16:30 土曜､日曜

23 江戸川区消費者センター  9:00～16:00 土曜､日曜

4
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東京都消費生活総合センター及び都内23区26市１町の消費生活センター等で相談員を
配置し、消費生活相談を受け付けている。（祝日、年末年始は休館） 

都内消費生活センター等一覧 

※青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村は、「西多摩地域消費者行政事務連絡会」として市町村連携による広
域的な消費生活相談を実施し対応している。相談員を配置していない島しょ部については、東京都消費生活総合センターで対応している。 

相談情報（PIO-NET）に係る消費生活相談の受付に当たって 第２章 都の取組の点検・評価等 
１  「消費生活対策」における①情報の収集・分析 

資料：東京都生活文化局まとめ 



相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に係る国の動向等 
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〇広島県消費生活相談窓口支援ＩＣＴモデル事業について 

 

県内６拠点（県生活センターと県内５市町村）にノートＰＣ又はタブレット等を配備し、専用のポータルサ
イトを構築することにより、ウェブ会議システムで各拠点を結んだ県と市町相談員の共同相談対応や
弁護士等の専門家との連携、様々な相談ナレッジ等の共有を図る。 

≪参考≫ 国の動向・他県の取組事例  

 

〇ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新 
 

全国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）の刷新に向け、消費生活センター等の相談現
場における業務の効率化・高度化のため、平成30年度に実施する最新の動向（人工知能（ＡＩ）や音声
認識技術等）に関する調査及び導入に向けた検討を踏まえ、時期システムの設計・開発等を行う。 

資料：消費者白書（平成28年版）（消費者庁） 

資料：平成31年度予算概算要求等（案）の概要（平成30年８月・消費者庁）  

 

 

 

 

 

 

 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



都民からの通報～取引指導事務・表示指導事務 

都民からの通報～取引指導事務・表示指導事務について 
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◆取引指導事務のフロー 

是正 
指導 

立入 
調査 

違反行為 
の認定 

処分 

消費者 
聴取 

専門助言 

※法令適用や違反行為の認定 
 に弁護士等の専門家の助言 

［特別機動調査班］ 

弁明の
機会 

不適正な取引に係る事業者情報 

センター 
からの通知 

職権 
探知 

通報サイト 
からの通報 

 ・多発・深刻化する消費者被害防止のため、不適正な取引行為を行う事業者に対して調査を行い、 
 指導・処分等を実施 
 ・根拠法令：特定商取引法と消費生活条例及び消費者安全法 

 ・不当な広告・表示について監視及び調査を行い、違反行為を行う事業者に対して指導・処分等を実施 
 ・根拠法令：景品表示法 

◆表示指導事務のフロー 

調査 違反行為の認定 
注意指導 

措置命令 
（公表） 

弁明の機会 

不当な広告・表示に係る事業者情報 

インターネット 
広告監視 

その他 
消費生活 

調査員調査 

※インターネット広告監視の実績（平成29年度） 監視数：24,000件→景品表示法に基づく指導等：339事業者（うち措置命令１事業者） 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



都民からの通報（通報サイトからの通報） 

都民からの通報（通報サイトからの通報） 

悪質事業者通報サイト 
・ 不適正取引行為を行う事業者の通報 

架空請求専用サイト 
・ 架空請求事業者の通報 

 
 
 

通報内容の分析 
（適用法令に基づく） 

・立入調査等  
・法令に基づき違反行為の認定 

＜取引指導課＞ 
（情報管理班） 

＜取引指導課＞ 
（特別機動調査班） 

ホームページ「東京くらしＷＥＢ」上で不適正取引行為や架空請求を行う事業者等に関する都民からの通報を受け付け
ているが、その中に不当な広告表示を行う事業者の通報を受け付ける仕組みがないほか、指導・処分等の困難度が
高まっている現状を踏まえ、課題を整理した。 

〇ホームページ「東京くらしＷＥＢ」上に悪質事業者通報サイト、架空請求専用サイト（ STOP！架空請求！ ）を設置し、
不適正取引行為を行う事業者及び架空請求事業者に関する都民からの通報を受付 
 

平成30年８月末現在、「東京くらしＷＥＢ」上に不当な広告表示を行う事業者について通報を受け付ける仕組みはない。 

〇不適正取引行為に関する通報を端緒として、特定商取引法、消費者安全法及び東京都消費生活条例に基づき、不
適正な取引行為を行う事業者に対して調査を行い、指導・処分等を実施 
〇都民から寄せられた架空請求に関する通報メール等の内容を調査して条例違反認定を行い、事業者名・サイト名の
公表、違反事業者等への文書警告等を実施 
 
近年、事業者の手口が複雑化・巧妙化しており、事業者が処分を逃れるために、次々と法人の名称を変えて違反行為
を行うような事案や、頻繁に広告表示を変更したりする事案など、指導・処分等の困難度が高まっている。 
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※不適正取引行為を行う事業者に関する通報実績 
 （平成29年度） 286件 
※架空請求事業者に関する通報実績 
 （平成29年度） 2,401件 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



都民からの通報（通報サイトからの通報）の課題 

66 

≪参考≫  
  事業者処分、指導等につながった実績 （平成29年度） 

 不適正取引行為を行う事業者に関する通報 

286件 

 法令に基づく行政指導  ５件 
 ⇒ 事業者に業務改善指導 
 
 条例に基づく情報提供  １件 
 ⇒ 平成29年９月 
     「東京くらしＷＥＢ」で注意喚起 
  
 法令に基づく行政処分  １件 
 ⇒ 事業者に業務停止命令 

 架空請求事業者に関する通報 

2,401件 

 「東京くらしＷＥＢ」での 
 事業者名・サイト名の公表  96件 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題２ （①情報の収集・分析） 】  
不適正な取引行為や不当表示を行う事業者に関する情報をより幅広く、迅速に収集する仕組みの構
築が必要である。 

第２章 都の取組の点検・評価等 
１ 「消費生活対策」における①情報の収集・分析 



②情報発信の概要 

⃝ ホームページ「東京くらしＷＥＢ」やＳＮＳ（東京都消費生活行政ツイッター及び東京都消費

生活フェイスブック）、東京動画等インターネットによる情報発信を基本としつつ、印刷物や

イベント、講座等対面の機会も活用し、多様な情報発信を行っている。 

 都の消費生活行政の取組、商品・サービスに係る事故防止、普及啓発のリーフレット、消費者教育

教材などについては、ＷＥＢ上でも閲覧できるようにしている。 

 消費者が必要な知識及び判断力を習得し、主体的に行動できるよう、都民向けの消費生活講座や

学校向け・高齢者見守り人材向け等の出前講座、事業者向けのコンプライアンス講習会など、対

象者に応じた講座等を行い、実施内容等についてはホームページでも紹介している。 

 若者向けには、認知度の高い著名人等を起用した動画を作成し、インターネットで配信している。 

 高齢者向けには、インターネット利用者が他世代に比べてまだ低いことから、消費生活情報誌「東

京くらしねっと」を発行し、高齢者等が手に取りやすい場所で配布している。 

 都民に向けて広く周知が必要な情報については、報道発表や報道機関各社への働きかけなどの

パブリシティ活動も行っている。 

②情報発信 
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第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



消費者教育読本「飯田橋四コマ劇場」 

都民への効果的な情報発信（全体像） 

        消費者向け 

ＨＰ くらしに関わる情報サイト 
「東京くらしＷＥＢ」 

ＳＮＳ 

• 東京都消費生活行政ツイッター 
• 東京都消費生活フェイスブック 

動画配信 
• 東京動画 
• ＹｏｕＴｕｂｅ東京都チャンネル 

東京都消費生活基本計画/PR冊子 

各種消費生活講座 

学校向け 
メルマガ配信 

学校向け 
出前講座 

高齢者見守り人
材向け出前講座 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

印
刷
物 

対 
面 

主に若者を対象 主に高齢者を対象 

子供の事故防止に関する総合啓発誌 

ヒヤリ・ハットレポート 

 
消費者 
教育 
ＤＶＤ 

悪
質
商
法
注
意
喚
起
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

事業者向け 

ＷＥＢ版 
消費者教育読本 

法令学習 

コンテンツ
「クイズで学
ぶ法令遵守」 

「景品表示法
の正しい知
識」 

「特定商取引
法の正しい知
識」  

「景品表示法
及び特定商取
引法のコンプ
ライアンス」 

コンプライア
ンス講習会 

教員向け消費者教育情報提供誌 
「わたしは消費者」 

東京 

くらし
ねっと 

高齢者被害防止 
キャンペーン 

若者被害防止 
キャンペーン 

68 

都民への効果的な情報発信（全体像） 

パブリシティ活動（報道発表及び報道機関各社へのはたらきかけ） 

※各媒体の詳細は、参考資料参照 

第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 
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都民への効果的な情報発信の課題 

⃝ 平成30年6月、民法の成年年齢を20歳から18歳に引き下げること等を内容とする改正法

が成立した。18歳、19歳の若者が親の同意なく契約した場合に原則取り消せる規定が適

用されなくなるなどから、消費者被害を防止するための対策が求められている。 

⃝ 国連の持続可能な開発目標(SDGs)の目標12を踏まえ、消費者教育や啓発を通じて、「人

や社会、環境に配慮した消費行動」である「エシカル（倫理的）消費」の理念を、広く都民に

普及啓発し、理解の促進を図るなど、持続可能な社会の形成に貢献する消費行動を促進

していく必要がある。 

 

都民への効果的な情報発信 

【課題１ （②情報発信）】 
民法の成年年齢の引き下げ、持続可能な開発目標（SDGs）の理念に沿った「エシカル消
費」の普及啓発、情報通信技術の進展など、社会状況の変化に応じた的確な情報発信
が必要 

第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



都民への効果的な情報発信の課題 
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【課題２ （②情報発信）】 
消費生活問題に関心がない層や、消費生活センター等相談窓口を知らない若者、悪質
商法の被害後に泣き寝入りしてしまう高齢者などに対して、情報を届ける工夫が必要 

⃝ 自分にとって身近な問題ではない、自分がトラブルに遭うことはないなどの理由で、消費

生活に関心のない層が１割以上いる。そのような関心のない層や消費生活センター等

相談窓口を知らない層は若者に多い。 

⃝ 若者が悪質商法による被害を受けた場合、自分で解決できると思っている割合が高い。

若者が多く利用するＳＮＳを活用し、自分で解決するために必要な情報を届ける工夫が

求められる。 

⃝ 高齢者からの相談は全体の3割を超え、契約額も他の世代に比べて多い。また、悪質商

法の被害後に何もしなかった高齢者は4割もおり、高齢者が被害にあわないよう、悪質

商法の手口などの情報を確実に届ける必要がある。 

⃝ 都の消費生活行政のホームページ、ＳＮＳをみたことがない人は８割以上いる。 

都民への効果的な情報発信 

第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



よく見る

1.1%
ときどき見る

4.8%

見たことはある

10.7%

見たことがない

83.4%

n=3,000

見ている

0.8% ときどき見る

2.8%

見たことはない

が、知っている

9.9%

見たこともない

し、知らない

86.5%

n=3,000

◆「東京都消費生活行政ツイッター」の利用状況 

見ている

1.2%
ときどき見る

2.6%

見たことがない

が、知っている

7.5%

見たこともない

し、知らない

88.8%

n=3,000

 ◆「東京都消費生活行政フェイスブック」の利用状況 

◆「東京くらしWEB」の利用状況 

「消費生活対策」関連ホームページ・ＳＮＳの利用状況 

「東京くらしＷＥＢ」を見たことがあるか尋ねたところ、
「見たことがない」が83.4％となっている。SNSでは、「消
費生活行政ツイッター」の「見たこともないし、知らない」
が86.5％、「消費生活行政フェイスブック」の「見たことも
ないし、知らない」が88.8％となっている。利用が進むイ
ンターネットを通じた情報発信を促進するため、東京都
の情報発信ツールの認知度の向上が必要である。 

「東京くらしWEB」、「東京都消費生活行政ツ
イッター」、「東京都消費生活行政フェイス
ブック」の利用状況 

資料：「情報発信ツールに関する調査」（平成26年12月）（東京都生活文化局）から作成 71 

第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



≪参考≫ 消費者への注意喚起に関する国の情報発信の状況 
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消費者庁 国民生活センター 

国は、消費者庁と国民生活センターそれぞれのサイトから注意喚起情報を発信 

Ｈ
Ｐ
掲
載
内
容 • 生命・身体に関わる危険 

• 財産に関わる危険 
• 子どもの事故・危険 
• 勧誘・契約トラブル 
• インターネット消費者トラブル 
• なりすまし・かたり電話 

• 消費者トラブルに関する注意情報 
• 商品テスト結果 
• 見守り情報（高齢者、障がい者、子ども

のトラブル防止） 

消費者への注意喚起に関する国の情報発信の状況 第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



≪参考≫ 都道府県におけるインターネットを活用した情報発信の状況 

• 47都道府県すべてが公式ホームページ上で消費生活に関する情報提供を行っているが、
消費生活関連専門のウェブサイトを開設して一元的に情報発信を行っているのは、東京都
を含めて４都県のみ。 

• 各都道府県におけるSNSの活用状況では、ツイッターにより消費生活に関する情報発信を
行っているのは13都府県、フェイスブックでは15都府県となっている。 
このうち、ツイッターとフェイスブック双方で情報発信を行っているのは、東京都を含めて９
都府県のみとなっている。 

消費生活関連専門のウェブサイト 
を開設 

東京都、長野県、愛知県、長崎県 (4) 

SNSによる消費生活 
関連情報の発信 

ツイッター 
岩手県、東京都、山梨県、長野県、愛知県、京都府、
兵庫県、島根県、岡山県、広島県、長崎県、宮崎県、
沖縄県  (13) 

フェイス
ブック 

岩手県、栃木県、東京都、神奈川県、 
福井県、山梨県、静岡県、愛知県、京都府、島根県、
岡山県、広島県、高知県、大分県、宮崎県  (15) 
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都道府県のインターネットを活用した情報発信の状況 第２章 都の取組の点検・評価等 
２ 「消費生活対策」における②情報発信 



第３章 

 

今後の方向性 

74 



◆前章の点検・評価を踏まえ、①情報の収集・分析、②情報発信について、今後の目指
すべき方向性を提示 

【前章で明らかになった課題】 

①情報の収集・分析 

○ 消費者被害に関する情報は、相談を通じて得られる場合が多いことから、電話・来
所のほか、ＩＣＴの普及を踏まえた相談情報の収集について検討が必要 

○ 不適正な取引行為や不当表示に関する事業者の情報をより幅広く、迅速に収集す
る仕組みの構築が必要 （平成30年８月末現在、「東京くらしＷＥＢ」上に不当な広
告表示を行う事業者の通報を受け付ける仕組みはない。） 

②情報発信 

○ 民法の成年年齢の引下げ、持続可能な開発目標（SDGs）の理念に沿った「エシカ
ル消費」の普及啓発、情報通信技術の進展など、社会状況の変化に応じた的確な
情報発信が必要 

○ 消費生活問題に関心がない層や、消費生活センター等相談窓口を知らない若者、
悪質商法の被害後に泣き寝入りしてしまう高齢者などに対して、情報を届ける工夫
が必要 

 

課題のまとめ 
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第３章 今後の方向性 
１ 課題のまとめ 



現 状 課 題 取組の方向性 

77 

取組 

不適正な取引行為や不当表示
を行う事業者の情報をより幅広
く、迅速に収集する仕組みの構
築が必要 （平成30年８月末現
在、「東京くらしＷＥＢ」上に不当
な広告表示を行う事業者の通報
を受け付ける仕組みはない。） 

情報収集の充実 

不適正な取引行為や不当表示を
行う事業者に関する情報につい
て、都民がより通報しやすい環境
を整備 

①
情
報
の
収
集
・分
析 

ホームページ「東京くらしＷＥ
Ｂ」上に通報サイトを置き、不
適正取引行為を行う事業者
及び架空請求事業者に関す
る都民からの通報を受付 

消費者被害に関する情報は、相
談を通じて得られる場合が多い
ことから、電話・来所のほか、ＩＣ
Ｔの普及を踏まえた相談情報の
収集について検討が必要 

〇都民からの消費生活相談
を通じて得られた情報を分析
し、注意喚起、情報提供等に
役立てている。 

〇相談の受付は、電話及び
来所の対応 

情報収集の充実 

消費者被害に関する情報は、相
談を通じて得られる場合が多いこ
とから、国などの動向も注視しな
がら、相談方法の多様化について
検討 

ホームページ「東京くらしＷＥ
Ｂ」やＳＮＳ、東京動画等イン
ターネットによる情報発信を
基本としつつ、印刷物やイベ
ント、講座等対面の機会も活
用し、多様な情報発信を実施 

情報発信の強化 

消費者被害の未然防止・拡大防
止や持続可能な社会の形成に貢
献する消費行動等に関する情報
発信をタイムリーかつわかりやす
く行う。 

②
情
報
発
信 

民法の成年年齢の引下げ、持
続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の
理念に沿った「エシカル消費」の
普及啓発、情報通信技術の進
展など、社会状況の変化に応じ
た的確な情報発信が必要 

消費生活問題に関心がない層
や、消費生活センター等相談窓
口を知らない若者、悪質商法の
被害後に泣き寝入りしてしまう高
齢者などに対して、情報を届ける
工夫が必要 

情報伝達の工夫 

対象となる消費者に応じた広報媒
体を選択し、情報発信の時期や
伝達手法を工夫するなど、効果的
な情報発信を実施 

今後の目指すべき方向性 概要 
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第３章 今後の方向性 
２ 今後の目指すべき方向性 



 

 

 

今後の目指すべき方向性 ①情報の収集・分析 

77 

都の取組に対する
評価結果 

取組の方向性 現状の都の取組 

不適正な取引行為や
不当表示を行う事業
者に関する情報をより
幅広く、迅速に収集す
る仕組みの構築が必
要（平成30年８月末現
在、「東京くらしＷＥＢ」
上に不当な広告表示
を行う事業者の通報を
受け付ける仕組みは
ない。） 

情報収集の充実 
不適正な取引行為や不当表示を行う事業者に関す
る情報について、都民がより通報しやすい環境を整
備 
 
＜具体的な取組例＞ 

・新たに、不当な広告表示を行う事業者の通報受
付を開始 

・併せて、都民が通報しやすいよう既存の通報サイ
トとの一元化を図る。 

①
情
報
の
収
集
・分
析 

ホームページ「東京く
らしＷＥＢ」上に通報サ
イトを置き、不適正取
引行為を行う事業者
及び架空請求事業者
に関する都民からの
通報を受付 

消費者被害に関する
情報は、相談を通じて
得られる場合が多いこ
とから、電話・来所の
ほか、ＩＣＴの普及を踏
まえた相談情報の収
集について検討が必
要 

〇都民からの消費生
活相談を通じて得られ
た情報を分析し、注意
喚起、情報提供等に
役立てている。 

〇相談の受付は、電
話及び来所の対応 

情報収集の充実 
消費者被害に関する情報は、相談を通じて得られ
る場合が多いことから、国などの動向も注視しなが
ら、相談方法の多様化について検討 
 
＜具体的な取組例＞ 

・聴覚障害者向けメール相談（平成30年7月開始）
について検証し、対象を拡大する適否について検
討 

・ＩＣＴ活用の観点から、タブレット型端末による遠隔
手話通訳の導入や多摩消費生活センター来所者
等に対する相談への対応を検討 

第３章 今後の方向性 
２ 今後の目指すべき方向性 



 

 

 

今後の目指すべき方向性 ②情報発信 
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都の取組に対する
評価結果 

取組の方向性 現状の都の取組 

消費生活問題に関心
がない層や、消費生
活センター等相談窓
口を知らない若者、悪
質商法の被害後に泣
き寝入りしてしまう高
齢者などに対して、情
報を届ける工夫が必
要 

情報伝達の工夫 
対象となる消費者に応じた広報媒体を選択し、情
報発信の時期や伝達手法を工夫するなど、効果的
な情報発信を実施 

＜具体的な取組例＞ 
・対象を絞ったインターネット広告（リスティング広告
※１やＳＮＳ広告※２）等の実施 
・ＷＥＢ、ＳＮＳ等を連動させて相乗効果を図る情報
発信 
・高齢者と高齢者を見守る人々双方への効果的な
情報発信 

②
情
報
発
信 

民法の成年年齢の引
下げ、持続可能な開
発目標（ＳＤＧｓ）の理
念に沿った「エシカル
消費」の普及啓発、情
報通信技術の進展な
ど、社会状況の変化に
応じた的確な情報発
信が必要 

ホームページ「東京く
らしＷＥＢ」やＳＮＳ、東
京動画等インターネッ
トによる情報発信を基
本としつつ、印刷物や
イベント、講座等対面
の機会も活用し、多様
な情報発信を実施 

情報発信の強化 
消費者被害の未然防止・拡大防止や持続可能な社
会の形成に貢献する消費行動等に関する情報発
信をタイムリーかつわかりやすく行う。 

＜具体的な取組例＞ 
・「東京くらしＷＥＢ」上に、新たな成人層（18歳、19
歳）も含めた若者向けのページやエシカル消費の
特設ページを作成 
・大学や専門学校等と連携した学生への情報発信
（メールマガジン・出前講座等） 

※１ 検索エンジン利用時に、検索ワードに関連して表示される広告 ※２ ツイッター、フェイスブックなどのソーシャルメディア上に表示する広告 

第３章 今後の方向性 
２ 今後の目指すべき方向性 



 

参考資料 
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参考資料目次 

第24次東京都消費生活対策審議会諮問事項 審議経過 81 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容【課題１ 消費者被害の未然防止と拡大防止】 82 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容【課題２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成】 83 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容【課題３ 消費生活の安全・安心の確保】 84 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容【課題４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及】 85 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容【課題５ 消費者被害の救済の充実】 86 

第24次東京都消費生活対策審議会委員名簿 87 

審議会答申・東京都消費生活基本計画 掲載ＵＲＬ等 90 

東京都消費生活基本計画ＰＲ冊子 掲載ＵＲＬ等 91 

包括外部監査における措置の内容【消費生活対策関係】 92 

包括外部監査における措置の内容 掲載ＵＲＬ等 96 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 97 

「東京都くらしＷＥＢ」、東京都消費生活行政ツイッター・フェイスブックについて 104 

主な消費生活関連法と「消費生活対策」に係る業務 105 

東京都消費生活条例の概要 107 
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第24次東京都消費生活対策審議会 
諮問事項「東京都消費生活基本計画及び東京都消費者教育推進計画の改定について」審議経過 

開 催 日 審 議 事 項 等 

第１回 
平成２８年５月２６日 

・東京都消費生活基本計画及び東京都
消費者教育推進計画の改定について
（諮問） 

・諮問事項についての審議 

・部会の設置と部会委員及び部会長の
指名 

第２回 
平成２８年１１月１８日 

・東京都消費生活基本計画及び東京都
消費者教育推進計画の改定について 
中間のまとめ 

第３回 
平成２９年２月３日 

・東京都消費生活基本計画及び東京都
消費者教育推進計画の改定について 
答申案 

開 催 日 審 議 事 項 等 

第１回検討部会・第１回
東京都消費者教育推進 
協議会（合同部会） 
平成２８年６月１７日 

・計画の基本的な考え方と現状に対する基本
認識 

・「消費者被害の未然防止と拡大防止」の検
討 

第２回検討部会 
平成２８年８月４日 

・「不適正な取引行為等の排除と健全な市場
の形成」の検討 

・「消費者被害の救済の充実」の検討 

第３回検討部会・第２回
東京都消費者教育推進 
協議会（合同部会） 
平成２８年８月３１日 

・「消費生活の安全・安心の確保」の検討 

・「消費者教育の推進と持続可能な消費の普
及」の検討 

第４回検討部会・第３回
東京都消費者教育推進 
協議会（合同部会） 
平成２８年１０月１９日 

・東京都消費生活基本計画及び東京都消費
者教育推進計画の改定について 中間まと
め（案） 

第５回検討部会・第４回
東京都消費者教育推進 
協議会（合同部会） 
平成２９年１月１０日 

・中間のまとめに係る都民意見募集結果につ
いて 

・東京都消費生活基本計画及び東京都消費
者教育推進計画の改定について 答申案 

〇総会 〇部会 

第24次東京都消費生活対策審議会諮問事項 審議経過 

計画の検討過程において、審議会に部会を設置し、施策ごとに課題を設定し、これまでの消費生活行政に関
する施策の現状、現在の取組の状況、検討すべき事項を審議した。 ※各課題の検討内容は次ページ以降参照 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 【課題１ 消費者被害の未然防止と拡大防止】 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 【課題２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成】 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 【課題３ 消費生活の安全・安心の確保】 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 【課題４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及】 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 

第24次東京都消費生活対策審議会における審議内容 【課題５ 消費者被害の救済の充実】 

参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会委員名簿 

第24次東京都消費生活対策審議会委員名簿 参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会委員名簿 参考資料 
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第24次東京都消費生活対策審議会委員名簿 参考資料 



くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」において公表 

○答申「東京都消費生活基本計画及び東京都消費者教育推進計画の改定について」 
  （平成29年2月7日） 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/singi/24_toshin.html 

 

 

審議会答申・東京都消費生活基本計画 掲載ＵＲＬ等 

第24次東京都消費生活対策審議会答申について 

90 

東京都消費生活基本計画について 

くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」において公表 

○「東京都消費生活基本計画」（平成30年３月 東京都）  

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/kihonkeikaku201803.pdf 

 

参考資料 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/singi/24_toshin.html
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/singi/24_toshin.html
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/singi/24_toshin.html
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/kihonkeikaku201803.pdf


○PR冊子「都民の暮らし輝く東京2018 ～消費者が安心して暮らせる社会を築くために～」 

 （平成30年３月 東京都）  

東京都消費生活基本計画の内容を、広く都民の皆様に理解を深めていただくため、ＰＲ冊子を作成。 
計画に基づく平成30年度の主な取組を、わかりやすく世代別にとりまとめるとともに、四コマ漫画やイ

ラストを活用した消費者被害や身近な事故を防止するための注意情報、クーリング・オフの解説、相
談窓口の一覧など、消費生活に役立つ情報も掲載 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/tominnokurashikagayakutokyo
2018.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

東京都消費生活基本計画ＰＲ冊子 掲載ＵＲＬ等 

東京都消費生活基本計画ＰＲ冊子について 

91 

参考資料 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/tominnokurashikagayakutokyo2018.pdf
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/tominnokurashikagayakutokyo2018.pdf
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/tominnokurashikagayakutokyo2018.pdf
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/hourei/kihon/documents/tominnokurashikagayakutokyo2018.pdf
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包括外部監査における生活文化局の事業に関する措置の内容（平成30年２月公表） 
【消費生活対策関係】 

包括外部監査における措置の内容 【消費生活対策関係】 参考資料 
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参考資料 包括外部監査における措置の内容 【消費生活対策関係】 
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参考資料 包括外部監査における措置の内容 【消費生活対策関係】 



95 

参考資料 包括外部監査における措置の内容 【消費生活対策関係】 



「消費生活対策」関係 

平成30年２月 東京都監査委員 「包括外部監査の結果に基づき知事等が講じた措置の通知内容」 

P71～P78参照 

※東京都監査事務局のホームページにおいて公表 

http://www.kansa.metro.tokyo.jp/houkatsugaibu/kouhyounengetu/30/index.html 

平成27年度包括外部監査結果に基づく改善措置状況 

テーマ「生活文化局の事業に関する事務の執行について」 

区分 事項 措置状況 

意見 商品テストに関する情報について 改善済 

指摘 多摩消費生活センターにおける商品テスト用機材等の取扱いについて 改善済 

意見 相談窓口の開設時間について 改善済 

意見 相談方法について 改善済 

意見 電話相談の応答率について 改善済 

意見 外国語による消費生活相談について 改善済 

指摘 消費者教育ＤＶＤのホームページ公開（動画配信）期間の超過について 改善済 
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参考資料 包括外部監査における措置の内容 掲載ＵＲＬ等 

http://www.kansa.metro.tokyo.jp/houkatsugaibu/kouhyounengetu/30/index.html
http://www.kansa.metro.tokyo.jp/houkatsugaibu/kouhyounengetu/30/index.html
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消費者向け 

  
 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

• 消費者被害情報、危害・危険情報、架空
請求事業者一覧、処分事業者一覧、消
費生活相談FAQなどをはじめとした総合
的な消費生活情報を提供 

東京都消費生活行政 
ツイッター 

 

 くらしに関わる情報サイト 

「東京くらしＷＥＢ」 

東京都消費生活 フェイスブック 

• 最新の消費生活情報のほか、消費
生活講座やイベントなど啓発事業の
事業報告も紹介 

• 注意喚起情報、講座・催物案内など、
最新の消費生活情報を発信 

 

 
東京動画 
You Tube東京都チャンネル 

くらしに役立つ動画 消費生活総合センター
紹介 

ＨＰ ＳＮＳ 

動画 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 参考資料 
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消費者向け 

 

 
 

対 
面 

消費生活講座等の実施 

• 都民が消費生活に
おいて必要な知識
や判断力を習得し、
自立した消費者とし
て主体的に行動で
きるように各種講座
を実施（消費生活講
座、親子夏休み講
座、出前講座、くらし
フェスタなど） 

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト 

• 消費者教育を推進する  
人材育成講座として、  
消費者問題マスター講座、
消費者問題教員講座を 
実施 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 



• 若者の消費者被害の広域化に対応するため、関東甲信越ブロック（１都９県６政令指定都市及び 国民生活
センター）と共同で悪質商法被害防止共同キャンペーンを実施 

悪質商法被害防止啓発動画 
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主に若者を対象 

印
刷
物 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

対 
面 

若者被害防止キャンペーン（1～3月） 

• 学校ほか若者が
集まる場所への 
掲示・配布 

• 交通広告（中吊り） 

• 東京くらしWEB、東京動画、SNS広告、車内ビジョン、 
  自動車学校、街頭ビジョン、 
  就職情報サイト広告等で 
      配信 

• 悪質商法をテーマに若手芸人による公開収録イベント 
 「お笑いで悪いヤツらをぶっ飛ばせ！」を実施 
 その動画は、インターネット上でネタ再生回数バトルとして放映 

イベント 

ポスター・リーフレット 

• 学生や新社会人などに向け、若者が被害にあいやすい悪質
商法の手口を紹介し、被害防止を呼び掛ける。 

• キャンペーンキャラクターの着ぐるみを活用した普及啓発イベント 

＜平成29年度 
   制作＞ 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 
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主に若者を対象 

対 
面 

 

 

印
刷
物 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

学校向けメルマガ通信 

• 大学や専門学校等に、若者向けの注意喚起情報を含む消費生活情報をメールマガジンで配信 

ＷＥＢ版消費者教育読本 

知っているようで知らない 
「くらしとお金のヒミツ」 
（平成29年度版・小学生期） 

しっかり考え楽しくチャレンジ、さあ始めよう！自分でお買い物 
（平成25年度版・平成29年度一部改訂 小学生・中学生・成人期） 

• 大学や専門学校等で、若者に多いマルチ商法などの悪質商法や
SNSをきっかけとしたトラブルなどについて、被害にあわないための
ポイント、被害にあった際の対処方法などを講義 

学校向け出前講座 

住まいの知識は一生の知識  
～安全で快適な住生活のために～ 

消費者教育DVD (平成29年度版 
 高校生・成人期） 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 
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主に高齢者を対象 

• 悪質商法による高齢者の消費者被害の深刻化を踏まえ、関東甲信越ブロック １都９県６政令指定都市
及び 国民生活センターと共同でキャンペーンを実施 

• 高齢者及び高齢者を見守る層向けに、悪質商法への注意と消費者ホットラインへの相談を呼びかける。 

悪質商法被害防止啓発動画 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

印
刷
物 

高齢者被害防止キャンペーン（9月） 

ポスター・リーフレット等 

• 東京くらしWEB、東京動画、

車内ビジョン、街頭ビジョン
等で配信 

• 区市町村、郵便局、高齢者 

施設（老人ホーム等）、医療
機関等高齢者が集まる場所
への掲示・配布 

• 交通広告（中吊り） 

• 介護事業者向けにステッカー
を配布 

＜平成29年度制作＞ 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 
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主に高齢者を対象 

印
刷
物 

  

•宅配事業者等
と連携し、注意
喚起リーフレッ
トを高齢者や高
齢者を見守る
方に声かけをし
ながら約16万

世帯に手渡し
でお届け 

対 
面 

東京くらしねっと 

• くらしに役立つ   
消費生活情報誌 

悪質商法注意喚起
プロジェクト 

•介護事業者、医療機関、配送事業者、地域の
見守りネットワークの関係者など、高齢者を見
守る人材を対象に、出前講座を実施 

• 隔月発行 1回8万部 

• 区市町村施設、図書館、高齢者施設、チェーンストア等に配布 

• A4版、カラー、8頁 

• 消費者の関心の高
いテーマの解説、商
品事故や安全に関
する情報、消費生活
相談事例、消費生
活講座の案内など 

高齢者見守り人材向け出前講座 

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 
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事業者向け 

対 
面 

• 三択クイズに答えながら景品表示法及び特定商取引法を学び、 
事業者の不適正な取引行為の防止や商品・サービスの表示の 
適正化に役立つ内容 

 

 

印
刷
物 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

「景品表示法及び特定商取引法のコンプライアンス」 

• 事業者の経営者、法務担当者、教育・研修担当者向けに、景品
表示法及び特定商取引法のコンプライアンスに取り組むための
ガイドブックを作成 

法令学習コンテンツ「クイズで学ぶ法令遵守」 

• 事業者が不適正な取引の防止や適切な商品・サービスの表示に係る法令を
遵守した事業活動に取り組んでいけるよう、専門家による法律や違反事例の
解説を取り入れた講習会を開催 

コンプライアンス講習会 

取引の 
ススメ編 実例編 

• 企業等のコンプライアンス意識向上のため、社内研修等の取組に 
活用できる関係法令のe-ラーニングコンテンツをWEB上に公開 

「景品表示法の正しい知識」～知っておきたい 広告表示のルール～ 

「特定商取引法の正しい知識」～これだけは守りたい販売事業者のルール～  

• 景品表示法を遵守した広告表示や特商法に基づく適正な商取引に自主的に取り組んで
いただくよう、都における実際の指導事例を盛り込んだ事業者向けガイドブック 

様々な媒体を活用した情報発信の取組 

都民への効果的な情報発信～様々な媒体を活用した情報発信の取組～ 

参考資料 



「東京くらしＷＥＢ」、東京都消費生活行政ツイッター ・ フェイスブックについて 
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くらしに関わる情報サイト「東京くらしＷＥＢ」 

 

 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/ 

• 消費者被害や商品事故等の未然防止に向けた注意喚起やアドバイス、消費生活相談FAQ、
楽しく学べる動画やクイズ形式の教材など、様々な消費生活情報を総合的に提供 

• これらの情報は、ＳＮＳ（消費生活行政ツイッター、東京都消費生活フェイスブック）等を活用
し、効果的に発信  

@tocho_shouhi 

@tocho.shouhi 

東京都消費生活行政 

東京都消費生活 

参考資料 



法律 国 都道府県 区市町村 法律・条例に基づく 
都の業務 

消
費
生
活
行
政
全
般 

消費者安全法 
【平成21年6月5日制定】  
消費者庁所管 

消費者の消費生活における
被害を防止し、その安全を
確保するため、都道府県及
び市町村による消費生活相
談等の事務の実施及び消費
生活センターの設置、消費
者事故等に関する情報の集
約等、消費者被害の発生又
は拡大の防止のための措置
その他の措置を講ずること
により、関係法律による措置
と相まって、消費者が安心し
て安全で豊かな消費生活を
営むことができる社会の実
現に寄与する。 

基本方針の策定 消費生活センターの
設置 

消費生活センターの設
置（努力義務） 

・消費生活相談等の
事務の実施、消費生
活センターの設置等 
・消費者事故等に関
する情報の集約等、
消費者被害の発生又
は拡大の防止のため
の措置 
・区市町村における
消費者安全確保地域
協議会の設置支援 
 

消費者事故等に関する
情報等を集約・分析し、
その結果を公表 

被害が拡大し、又は同種・類似の消費者事故等
が発生するおそれがある場合、消費者事故等に
関する情報を国へ通知（生命・身体に関する重大
事故等は直ちに通知） 

他の法律の規定に基づく
措置がない事案（すき間
事案）への対応 

・生命・身体に関する重
大事故等 
⇒勧告・命令措置 

※急迫した危険⇒禁止・
制限措置 

・財産被害に関する重大
事故等⇒勧告・命令措置 

（都道府県知事等に対する権限の委任） 
消費者庁長官に委任された権限の属する事務の
一部は、政令で定めるところにより、都道府県又
は消費生活センターを置く市町村の長が行うこと
ができる。 
⇒都道府県又は市町村の区域内に事務所、事業
所その他その事業を行う場所が所在する事業者
に対し、報告を求め、当該場所の立入調査及び
質問をし、物品を収集する事務の全部又は一部 

教
育 

消費者教育推進法 
【平成24年8月22日制定】 
消費者庁所管 

消費者教育の機会が提供さ
れることが消費者の権利で
あることを踏まえ、消費者教
育を総合的かつ一体的に推
進し、国民の消費生活の安
定及び向上に寄与する。 

総合的な施策の策定・実
施 
 

その地方公共団体の区域の社会的、経済的状況
に応じた施策の策定・実施 

・消費者教育の推進
に関する施策の策 
 定、実施 

・学校、地域等におけ
る消費者教育の推進、
人材の育成、調査研
究等 

・消費者教育推進計
画の策定 

・消費者教育推進地
域協議会の設置 

都道府県消費者教育
推進計画の策定（努力
義務） 

 

市町村消費者教育推
進計画の策定（努力義
務） 消費者教育推進会議の

設置 
 

消費者教育推進地域
協議会の設置（努力義
務） 

消費者教育推進地域
協議会の設置（努力義
務） 

主な消費者関連法と「消費生活対策」に係る業務 

主な消費者関連法と「消費生活対策」に係る業務 

105 

参考資料 



法律 国 都道府県 区市町村 法律・条例に基づく 
都の業務 

取
引 

特定商取引に関する法律  
【昭和51年6月4日制定】 
消費者庁所管 

特定商取引（訪問販売、訪問購入、
通信販売・電話勧誘販売等に係る
取引、連鎖販売取引、特定継続的
役務提供にかかる取引、業務提供
誘引販売取引を公正にし、購入者
等の被害の防止を図る。 

・立入検査及び報告徴
収 
・行政処分(指示・業務
停止命令） 

・立入検査及び報告
徴収 
・行政処分(指示・業
務停止命令） 

― 
 

・不適正な取引行為
を行っている疑いの 
 ある事業者に対する
立入検査・報告徴収 

・違反が判明した業
者に対する業務改善 
 等の指示 

・改善されない場合、
業務停止命令 

表
示 

不当景品類及び不当表示防
止法 
【昭和37年5月15日制定】 
消費者庁所管 

不当表示や過大な景品類の提供を
規制し、消費者による自主的かつ
合理的な選択を確保する。 
 

・調査、違反行為の認
定 
・指導（注意） 

・行政処分（措置命令、
課徴金納付命令） 

・調査、違反行為の認
定 
・指導（注意） 

・行政処分（措置命
令） 

※一都道府県の区域
の事案等 

― 

・消費生活調査員に
よる調査に基づく不
当表示等に対する指
導等 

・インターネット上の
不当広告・表示に対
する指導等 

安
全 

消費生活用製品安全法 
【昭和48年6月6日制定】 
経済産業省所管 
消費生活用製品による一般消費者
の生命又は身体に対する危害の発
生の防止を図るため、特定製品の
製造及び販売を規制するとともに、
特定保守製品の適切な保守を促進
し、併せて製品事故に関する情報
の収集及び提供等の措置を講じる。 

○ＰＳＣマーク制度 

○長期使用製品安全点
検・表示制度 

・製造事業者・輸事業者
に対する報告徴収、立
入検査、製品提出命令 

・届出事業者に対する
改善命令 

・製造・輸入・販売事業
者に対する危防止命令 

○重大製品事故情報の
公表 

○ＰＳＣマーク制度 

○長期使用製品安全
点検・表示制度 

・町村の区域に所在
する販売事業者に対
する報告徴収、立入
検査、製品提出命令 

（都・区市において立
入検査等事務を行っ
た場合の国への報告
書提出） 

〇PSCマーク制度 
○長期使用製品安
全点検・表示制度 
・区市の区域に所
在する販売事業者
に対する報告徴収、
立入検査、製品提
出命令 
（立入検査等事務を
行った場合の都へ
の報告書提出） 

・登山用ロープ、家庭
用圧力なべ・圧力が
ま等特定製品６品目、
ライターなど特別特定
製品４品目を販売す
る事業者への立入検
査 
・浴室用電気乾燥機、
石油ふろがまなど９
品目の特定保守製品
取引事業者への立入
検査 
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主な消費者関連法と「消費生活対策」に係る業務 参考資料 



国 東京都 特別区・市町村 
その他の自治体 事業者 消費者 

消 費 者 の 権 利 の 確 立 
１ 商品又は
サービスによっ
て、生命及び健
康を侵されない
権利 

２ 商品又はサービス
を適切に選択し、適正
に使用又は利用をする
ため、適正な表示を行
わせる権利 

３ 商品又はサービスに
ついて、不当な取引条件
を強制されず、不適正な
取引行為を行わせない権
利 

４ 事業者によって
不当に受けた被害
から、公正かつ速
やかに救済される
権利 

５ 消費生活を
営むために必
要な情報を速
やかに提供され
る権利 

６ 必要な知識及び
判断力を習得し、主
体的に行動するた
め、消費者教育を
受ける権利 

危
害
の
防
止 

第
９
～
14
条 

 

・安
全
に
関
す
る
調
査 

 

・危
害
に
関
す
る
調
査 

 

・調
査
に
関
す
る
情
報
提
供 

 

・危
険
な
商
品
等
の
排
除 

 

・緊
急
危
害
防
止
措
置 

 

・危
害
防
止
の
た
め
の
表
示 

表
示
・包
装
・計
量
の
適
正
化 

第
15
条
～
20
条 

 

・表
示
等
の
調
査 

 

・品
質
等
の
表
示 

 

・品
質
等
の
保
証
表
示 

 

・単
位
価
格
及
び
販
売
価
格
の
表
示 

 
 

 

・適
正
包
装
の
確
保 

 

・計
量
の
適
正
化 

 

価
格
に
関
す
る
不
適
正
な
事
業
行
為

の
是
正 

第
21
条
～
24
条 

 

・価
格
等
の
調
査 

 

・特
別
調
査 

 

・不
適
正
事
業
行
為
の
是
正
勧
告 

 

・調
査
等
に
関
す
る
情
報
提
供 

消
費
者
の
被
害
の
救
済 

 
 

 

第
28
～
38
条 

 

・被
害
の
救
済
の
た
め 

 
 

の
助
言
・調
査
等 

 

・東
京
都
消
費
者
被
害 

 
 

 

救
済
委
員
会 

 
・事
件
の
周
知 

 
・消
費
者
訴
訟
援
助
等 

情
報
の
提
供
の
推
進 

 
 

第
39
・40
条 

 

・情
報
の
提
供
等 

 

・試
験
及
び
研
究
の
結 

 
 

果
の
情
報
提
供 

消
費
者
教
育
の
推
進 

 
 

 

第
41
条
～
42
条 

 

・消
費
者
教
育
の
推
進 

 

・消
費
者
の
消
費
者
教
育
の
参
画 

 

・消
費
者
団
体
の
役
割 

 

・事
業
者
及
び
事
業
者
団
体
の
役
割 

 

・学
習
条
件
の
整
備 

不
適
正
な
取
引
行
為
の
防
止 

 
 

 
 

 

第
25
条
～
27
条 

 

・不
適
正
な
取
引
行
為
の
禁
止 

 

・重
大
不
適
正
取
引
行
為 

 

・不
適
正
な
取
引
行
為
に
関
す
る
調
査 

 
 

・不
適
正
な
取
引
行
為
に
関
す
る 

 
 

 

情
報
提
供 

消費生活に関する 
施策の総合的な推進 

第４３・４４条 
・基本計画の策定 
・総合的調整 

東京都消費生活対策審議会 
第４５条 
 ・諮問事項の調査審議 
 ・基本的事項について 
 ・意見具申 

調査、勧告、公表等 
・立入調査等 
・告示 
･指導及び勧告 
・意見陳述の機会の付与、公表、禁止命令 

雑則 
 第５２・５３条 
・適用除外 
・委任事項 

 

罰則 
第５４・５５条 
 ・過料 

第１条 

東京都消費者被害救済委員会 
 ・紛争のあっせん調停 

消費者訴訟援助について意見を聴く 
紛争解決付託 

支
援
・協
力 

第
４
条 

施策実施 
第７条 

法令の遵守 施策に協力 
申出 
８条 支援 参加・協力 

第３条 
要求 

協力 

第5条 

第6条 

東京都消費生活条例  【平成６年10月６日公布】 
※「東京都生活物資等の危害の防止、表示等の事業行為の適正化及び
消費者被害救済に関する条例」（昭和50年10月22日公布）を改正 
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